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エネルギー科学研究科長

八尾　健

　平成８年５月 11 日にエネルギー理工学研究所が改組・発足して、早

いもので、10 年が経過しました。研究所は、旧原子エネルギー研究所と

へリオトロン核融合研究センターの一部が合同して「エネルギーの生成、

変換及び利用の高度化に関する研究」を設置目的とし、２１世紀の世界

人口の爆発的急増と生活水準の向上によるエネルギー資源の枯渇、なら

びに温暖化などによる環境悪化の抑止を研究目的に改組されましたが、

現在の国際的状況を考えますと、誠に時宜を得た改組であったと思いま

す。また、人類の生存に密接に関連した「エネルギー」では実効性、継

続性の点から、教育と研究の両輪が必須ということで、同時に大学院エ

ネルギー科学研究科が創設されましたが、そこでも協力講座として大学

院教育に携わり、多くの優秀な研究者を育成してきました。また、研究

所においても、所員の懸命な努力により、研究の基軸となる様々な中核

装置類が競争的資金などで整備され、この 10 年で飛躍的に研究環境が

改善でき、多くの特筆すべき研究成果により国際的なエネルギー研究拠

点へと着実に成長しつつあります。

　この 10 年間の発展を振り返りますと、本研究所の立ち上げに際して、

当時の井村裕夫総長先生はじめ関連の大学執行部の皆様方や、原子エネ

ルギー研究所の所長先生はじめ多くの教職員の皆様方から格段のご助言、

ご努力を賜りましたお陰であると改めて厚く御礼申し上げます。今後と

も、所員一同さらなる献身的な努力を重ね、喫緊のエネルギー問題の解

決に向けて研究をさらに加速する所存ですので、今後とも何卒よろしく

ご助言、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

ご 挨 拶

　エネルギー科学研究科は、人類の持続的な発展のための最も重要な課題で

あるエネルギー・環境問題を解決するため、工学、理学、農学、経済学、法

学などの多岐にわたる学問領域を結集して、世界に先駆けて創設され、今年

で創立 10 周年を迎えました。この間、エネルギー科学研究科は、時を同じく

して改組・発足したエネルギー理工学研究所と緊密に協力しながら、新しい

エネルギー科学の学問の創製と深化、エネルギー・環境に対する専門的学識

を持つ優秀な人材の養成、社会・産業界との連携・協力による社会貢献・科

学技術の進展に邁進してきました。エネルギー科学研究科は平成 14 年度から、

エネルギー理工学研究所並びに生存圏研究所と合同で、21 世紀 COE「環境調

和型エネルギーの研究教育拠点形成」プログラムを推進しています。環境調

和性の高い未来エネルギーの発展のための基礎学理の究明と研究開発を行う

とともに、各種エネルギーシステムの環境調和性や社会的受容性の総合評価、

人材の育成、情報の発信等の事業を展開しています。また平成 17 年度からは、

文部科学省の「魅力ある大学院教育」イニシアティブ事業に採択され、エネ

ルギー・環境問題に対して、幅広い国際性と深い専門性をもって社会の要請

に応え、21 世紀社会をリードする若手研究者の育成に努めています。更に平

成 17 年には、研究科の教育、研究のアクティビティーの向上並びに社会的な

貢献に寄与する事業等の推進を任務とする研究科付属施設として、先端エネ

ルギー科学研究教育センターを立ち上げました。エネルギー科学研究科は、

その叡智を結集して人類の未来構築の道を拓くべく、力強く歩み続けて参り

ます。研究科の創設並びに発展にご尽力いただきました皆様方に深く感謝申

し上げますとともに、今後とも何卒宜しくご支援賜りますことを、心よりお

願い申し上げます。

エネルギー理工学研究所長

吉川　潔
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京都大学の１０年

◆京都大学ホームページ「京都大学の沿革」より抜粋

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

 4月 大学院エネルギー科学研究科設置 
 4月 アフリカ地域研究資料センター設置 
 4月 学生懇話室設置 
 5月 原子エネルギー研究所とヘリオトロン核融合研究センターを統合し
     エネルギー理工学研究所に改組・転換 

 4月 総合博物館設置 
 4月 総合情報メディアセンター設置（情報処理教育センター廃止） 

 4月 大学院アジア・アフリカ地域研究研究科設置 
 4月 大学院情報学研究科設置 
 4月 胸部疾患研究所と生体医療工学研究センターを統合し再生医科学研究所に改組・転換 

 4月 大学院生命科学研究科設置 
 6月 学生懇話室をカウンセリングセンターに改組 

 4月 超高層電波研究センターを宙空電波科学研究センターに改組 
11月 大学文書館設置 

 4月 食糧科学研究所廃止（大学院農学研究科と統合） 
 4月 国際融合創造センター設置 

 3月 大学情報収集・分析センター設置 
 4月 大学院地球環境学舎・学堂設置 
 4月 大型計算機センターと総合情報メディアセンターを統合し学術情報メディアセンター
     に改組・転換 
 4月 低温物質科学研究センター設置 
 4月 福井謙一記念研究センター設置  

 4月 高等教育研究開発推進機構設置 
 4月 高等教育研究開発推進センター設置 
 4月 高等教育教授システム開発センター廃止 
 4月 フィールド科学教育研究センター設置 
 4月 農学研究科附属演習林廃止 
 4月 体育指導センター廃止 
10月 医学部保健学科設置 

 4月 国立大学法人京都大学設立 
 4月 法学研究科基礎法学専攻、公法専攻、民刑事専攻、政治学専攻を法政理論専攻、
     国際公共政策専攻（修士課程）、法曹養成専攻（修士課程，法科大学院）に改組
 4月 木質科学研究所と宙空電波科学研究センターを統合し生存圏研究所に改組・転換 
 4月 東南アジア研究センターを廃止し、東南アジア研究所に転換 
 4月 遺伝子実験施設廃止 
12月 大学情報収集・分析センター廃止 

 4月 環境安全保健機構設置 
 4月 国際イノベーション機構設置 
 4月 国際交流推進機構設置 
 4月 情報環境機構設置 
 4月 図書館機構設置 
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◆京都大学
　エネルギー科学研究科創設・
　エネルギー理工学研究所改組
　記念式典

平成 8年 11月 1日 （国立京都国際会館）

　記念式典は午後 4 時から開始され、新宮秀夫研究科長，

東邦夫研究所長による式辞の後、井村裕夫京都大学総長

による挨拶があった。さらに、研究所・研究科と関係の

深い文部省高等教育局長雨宮忠氏、京都大学大学院工学

研究科長曽我直弘氏、大阪大学産業科学研究所長岡田東

一氏からご祝辞を頂戴し、新研究科・研究所の発足を全

国に披露し、今後の躍進を誓うすばらしい一日となった。

　夕刻の 5 時より、同会館「さくらの間」において記念

披露会が盛大に催された。披露会には創設・改組に尽力

された旧職員も含め研究科・研究所に関係する多くの方々

の参加を得て、産学官分野で指導的立場にあられる多く

の方々からご祝辞を賜った。基礎化学研究所長福井謙一

氏の発声による乾杯の後、食事をしながら参加者どうし

の懇親を深めるとともに、新研究科・研究所の新たな門

出が祝福された。

◆エネルギー科学研究科創設

平成 8年 5月 11日

　本学の工学、理学、農学、経済学、法学など多岐にわ

たる学問領域の教員を結集し、「インターファカルテイな

教育・研究組織による、21 世紀のエネルギー問題の克服」

を設立目標にして、エネルギー科学研究科が創設された。

エネルギー科学研究科入学試験

エネルギー科学研究科入学式

エネルギー科学研究科創設

新宮秀夫教授　研究科長就任

修士課程入学者選抜試験

博士後期課程入学者選抜試験

京都大学エネルギー科学研究科創

設・エネルギー理工学研究所改組

記念式典・披露会・講演会

（国立京都国際会館）

第 1回公開講座 (第 1日目 )

「エネルギーと社会・環境・科学」

同上 (第 2日目 )

修士課程外国人留学生・博士後期

課程第２次募集入学者選抜試験

教育改善推進費プロジェクト「エ

ネルギー科学教育体系整備につい

ての調査研究」( 代表者：池上詢

教授 )

4月6日

　～7日

4月19日

5月11日

8月26日

　～28日

8月29日

11月1日

11月9日

11月16日

2月19日

　～20日

◆エネルギー科学研究科第１回入学式

平成 8年 4月 19 日

　研究科設立初年度である平成 8 年度の入学式は、工学

部 8 号館大会議室にて行われた。初年度における 4 専攻

合わせた入学者数は、修士課程については 107 名、博士

後期課程については 22 名であった。

▲第1回入学式記念写真
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◆エネルギー理工学研究所へ改組

平成 8年 5月 11日

　25 年間続いた京都大学原子エネルギー研究所が、関連

する学術の急速な進展・拡大と社会的要望の深化に対し、

より一層適切に対応するべく、ヘリオトロン核融合研究

センターと合体して改組・転換し、エネルギー理工学研

究所へと生まれかわった。

東邦夫所長就任（当時原子エネル

ギー研究所所長、05.11 よりエネル

ギー理工学研究所所長）

エネルギー理工学研究所へ改組

職員親睦組織「理工会」発足（旧

原子エネルギー研究所「工研会」

を継承）

京都大学エネルギー理工学研究所

／大阪大学接合科学研究所　研究

所間共同推進研究（大型特定研究、

文部省）「エネルギーの高品位化に

よる環境調和型の材料高次機能加

工システムの確立」開始

（平成 8年度～ 11 年度）

研究所ロゴマーク策定（篠田直樹

君によるデザイン）

エネルギー理工学研究所ニューズ

レター第 1号発刊（年 3回）

京都大学エネルギー科学研究科創

設・エネルギー理工学研究所改組

記念式典・披露会・講演会

（国立京都国際会館）

第 1回研究所公開講演会

（宇治キャンパス木質ホール）

第 1 回エネルギー理工学研究所先

進エネルギー国際シンポジウム

（宇治キャンパス木質ホール）

エネ研／接合研共同推進研究平成 8

年度研究成果発表会 (京大会館 )

4月1日

5月11日

5月11日

5月11日

8月

8月10日

11月1日

11月28日

2月19日

　～21日

3月21日

　三角形は Advanced の A で上昇

発 展 を 表 し て い る。曲 線 は

Energy の E で電子の運動を表し

ている。当初、ロゴのために文

字をデザインしていたが、ふと

二つの文字のイメージが重なっ

た時、レターヘッドにすれば格

好良いと思いつき、多少それらしくアレンジしこのデ

ザインになった。（篠田直樹君談：ニューズレターより）

◆研究所ロゴマークについて

▲記念式典の様子

▲記念披露会の様子
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◆エネルギー科学研究科
　第1期修了式、第1期博士学位授与式

平成 10 年 3 月 23 日

　エネルギー科学研究科修士課程の第 1期修了者として、

4専攻合計106名の門出を祝した。また、京都大学博士(エ

ネルギー科学 ) の第 1 号である山田敏生君をはじめ、4

名の第 1期博士号取得者を世に送り出した。

入学式

修士課程入学者選抜試験

博士後期課程入学者選抜試験

第 2回公開講座 (第 1日目 )

「エネルギーと社会・環境・科学」

同上 (第 2日目 )

公開講演会「21 世紀とエネルギー」

(経団連会館 )

修士課程外国人留学生・博士後期

課程第２次募集入学者選抜試験

第 1期修了式

第 1期博士学位授与式

研究科専攻事務室移転

(8 号館から 2号館へ )

教育改善推進費プロジェクト「エ

ネルギー科学研究における教育・

研究環境の充実化に関する研究」

(代表者：八田夏夫教授 )

4月11日

8月25日

　～27日

8月28日

11月8日

11月15日

1月28日

2月19日

　～20日

3月23日

3月30日

◆公開講演会「21世紀とエネルギー」

平成 10 年 1 月 28 日（東京経団連会館）

　平成 8 年度に創設された大学院エネルギー科学研究科

は、この年の春に初めて修士課程の修了者を社会に送り

出す運びとなり、これを記念して「21 世紀とエネルギー

公開講演会‐人間・環境と調和あるエネルギーシステム

の創生をめざして‐」を開催した。

　本講演会は、文部省、通産省、科学技術庁、読売新聞

社の後援並びに電気事業連合会、日本電機工業会、石油

連盟、日本鉄鋼連盟、日本自動車工業会、日本ガス協会

の協賛を得て開催された。前年 12 月の地球温暖化防止

京都会議によるエネルギー環境問題の関心の高まりも

あって、産官学から約 600 名の参加者があり、大盛況で

あった。

　講演会では新宮秀夫研究科長が「京都大学におけるエ

ネルギー科学教育・研究」、佐和隆光教授が「21 世紀の

難問‐勃興のアジアと日本の役割」、神田啓治教授が

「21 世紀こそ原子力の時代か」、池上詢教授が「熱エネル

ギーの有効利用と環境保全」と題して、21 世紀とエネル

ギーについて様々な視点から講演を行った。

　引き続き懇親会が開催され、長尾真総長、有馬朗人理

化学研究所理事長、高　為重文部省高等教育局審議官、

谷口富裕通産省資源エネルギー庁審議官、電気事業連合

会を代表して鷲見禎彦関西電力副社長の挨拶に続き、日

本鉄鋼連盟を代表して浅村　峻新日本製鐵副社長の発声

により乾杯があり、約 450 名の出席者による歓談が遅く

まで続いた。来賓からは、今回の講演会は 3 省庁後援と

いう斬新な企画であること、来世紀のエネルギー問題解

決には京都大学の伝統に期待していること、など本学関

係者にとっては身の引き締まる言葉が述べられた。

▲第1期修了記念記念写真

▲公開講演会の様子
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附属エネルギー複合機構研究セン

ター「共同研究成果報告会」

（研究所大会議室）

京都大学創立百周年記念展覧会　

宇治地区サテライト会場展示「21

世紀の新しいエネルギー利用」

（研究所北 4号棟玄関ロビー）

エネルギー理工学研究所国際シン

ポジウム（ISIAE'97)「複合電磁場

におけるプラズマ動力学」

（研究所大会議室）

研究所公開講演会「環境調和型高

効率エネルギー変換の基礎と応用」

（研究所大会議室）

セミナー「分子・粒子テクトニクス」

（研究所大会議室）

エネ研／阪大接合研共同推進研究

平成 9 年度研究成果発表会（大阪

大学接合科学研究所荒田記念館）

4月3日

11月22日

12月8日

　～11日

12月12日

3月9日

　～21日

3月21日

◆京都大学創立百周年記念展覧会
　宇治地区サテライト会場展示

平成 9年 11月 2 2 日（研究所北 4号棟玄関ロビー）

　エネルギー理工学研究所は京都大学百周年記念

展覧会のサテライト会場として、他の宇治地区研

究所とともに宇治キャンパス展を開催した。雨模

様にも関わらず、研究所北 4 号棟ロビーの出展会

場には 150 人もの見学者が訪れ、ポスターやビデオ、

ヘリオトロン E 模型の展示を楽しんで頂いた。折

りしも地球温暖化防止会議（京都会議）が開かれ

ることもあり、21 世紀のエネルギー問題に対する

一般の方々の関心の高さを感じさせられた。　

▲ヘリオトロンＥ模型展示の様子

◆エネルギー理工学研究所
　国際シンポジウム(ISIAE'97)開催

平成 9年 12 月 8 ～ 11 日（研究所大会議室）

　本シンポジウムは、複合電磁場中のプラズマ動

力学の基礎的研究や、より良いプラズマ閉じ込め

制御を目指した新たなコンセプトの開発が求めら

れている中で、閉じ込めコンセプトの改善とその

展望に的を絞った議論を通じて、トーラス系磁場

閉じ込めにおけるプラズマ挙動の理解をより深め

ようと開催されたものである。

▲会議参加者

◆エネ研/阪大接合研共同推進研究

平成 9～ 12 年度

　エネルギー理工学研究所と大阪大学接合科学研

究所は、「エネルギー高品位化による環境調和型の

材料高次機能加工の確立」というテーマのもとに、

共同推進研究を実施した。平成 10 年には、シンポ

ジウム ECOMAP’98 を開催するなど、異分野の研究

者間の交流が活発に行われた。

ECOMAP’98の様子▲



1998-99

●エネルギー科学研究科●

年表でたどる１０年

十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所 8

◆エネルギー科学研究科
　第2期修了式
平成11年3月23日

設置期間：平成 10 ～ 12 年度

　経済成長・エネルギー消費・環境保全のトリレンマの

中で電気エネルギーの需要と供給のあり方を、地域共生

型のエネルギー社会システムとして構想し、社会に効果

的に普及する方法論の創出を目的に、平成 10 年度から３

カ年、エネルギー科学研究科に設置された。同講座は、

平成 10 年 4 月、宮沢龍雄元東芝技監を教授、雷　明　北

京大学助教授を助教授にスタートし、助教授は同年９月

より大西輝明氏に交替し、また助手として平成 11 年 4 月

から 1年間長松隆氏が担当し、同氏の神戸商船大学（現・

神戸大学）への転出後は寄付講座終了まで山末英嗣氏（現・

エネルギー社会・環境科学専攻助手）が担当した。

　同講座の居室等は宇治構内のエネルギー科学研究科内

に置き、その教育研究はエネルギー社会・環境科学専攻

が支援し、エネルギー社会システム計画に関わる、文理

融合の新たな総合的研究を展開し、修士学生７名、博士

学生２名、研究生１名を指導した。その後、助手の長松

隆氏と研究生の高橋玲子氏は、エネルギー科学研究科か

ら論文博士を取得している。同講座は、｢エネルギーと社

会との関わり｣の社会啓発のため、｢シンビオ社会研究会｣

を設置して、大学と企業、社会との交流を展開したこと

が特色としてあげられる。シンビオ社会研究会は、同講

座終了後も関西電力の支援により、エネルギー社会・環

境科学専攻エネルギー情報学分野が継続している。

　

寄附講座「エネルギー社会システ

ム計画(関西電力)講座」設置

大学院入学式

伊藤靖彦教授　研究科長就任

修士課程入学者選抜試験

博士後期課程入学者選抜試験

エネルギー社会システム計画

(関西電力)講座開設記念講演会

第3回公開講座(第1日目)

「エネルギーと社会・環境

　・科学」

同上(第2日目)

修士課程外国人留学生・博士後期

課程第２次募集入学者選抜試験

第2期修了式

第1回自己点検・評価

4月1日

4月10日

5月11日

8月24日

　～26日

8月27日

11月1日

11月7日

11月14日

2月22日

　～23日

3月23日

▲第2期修了記念記念写真

◆寄附講座
　「エネルギー社会システム計画
　　(関西電力)講座」設置

▲開設記念講演会(H10.11.1)

▲最終報告会(H13.6.1)



平成10年度

平成10年度(1998.4-1999.3)

●エネルギー理工学研究所●

十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所  9

井上信幸所長就任

日本学術振興会拠点大学方式学術

交流事業「日韓拠点大学交流」開

始

研究所公開講演会

（研究所大会議室）

宇治キャンパス祭'98

エネルギー理工学研究所国際シン

ポジウム(ECOMAP-98)「エネルギー

の高品位化による環境調和型の材

料高次機能加工」(平安会館、京都

市)

高度エネルギー機能変換実験装置

「複合ビーム・材料実験装置

（DuET)」完成

エネ研／阪大接合研共同推進研究

平成10年度研究成果発表会

（兵庫県城崎市）

4月1日

11月20日

11月20日

　～21日

11月24日

　～27日

3月

3月5日

　～6日

◆日本学術振興会拠点大学方式学術交流事業
　「日韓拠点大学交流」開始

◆高度エネルギー機能変換実験装置
　複合ビーム・材料実験装置(DuET)完成

平成11年3月

　DuETは、将来の基盤エネルギーシステム開発に関わる

基礎研究を目的として、研究所センターの基幹実験装置

の一部として開発された、MeV級イオン加速器を中心とす

る設備である。核融合炉材料やプラズマ・固体相互作用

などの核融合工学研究と、将来の多様なエネルギーシス

テムへの応用を目指した機能・構造材料開発研究に用い

られ、当該分野における優れた成果が得られている。

▲DuET施設

▲第2回日韓運営委員会での調印式(H11.1.19)
　ー前列左　Prof. Chang Hyo Kim(韓国側代表者)
　ー前列右　井上信幸所長(日本側代表者)

平成10年度～

　日韓拠点大学事業とは、平成10年度から10年間にわた

ってのエネルギー理工学に関する交流事業であり、京都

大学及びソウル国立大学を交流実施の中核機関となる拠

点大学とし、その協力体として協力大学及び個々の協力

研究者を包括する大学連合組織で対応する交流であり、

日本学術振興会(JSPS)によって運営されている事業であ

る。交流の形態としては、研究者交流、共同研究の実施

及び、セミナーの開催を中心としており、毎年両国から

各70程度の参加大学・機関の間で110-130件の訪問が行わ

れ、日韓共著で1000報以上の論文が発表されている。　

▲第1回日韓運営委員会参加者(H10.9.3-6)



1999-2000

●エネルギー科学研究科●

年表でたどる１０年

十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所10

◆博士後期課程入学者選抜試験

◆エネルギー科学研究科

　第3期修了式 平成12年3月23日

大学院入学式

「学生と社会人のためのエネルギー

の未来像」出版

修士課程入学者選抜試験

博士後期課程入学者選抜試験

第 4回公開講座 (第 1日目 )

「豊かな 21 世紀に向けて―エネル

ギー資源、材料とその政策―」

同上 (第 2日目 )

修士課程外国人留学生・博士後期

課程第 2次募集入学者選抜試験

第 3期修了式

平成 11 年度教育改善推進費プロジ

ェクト「「エネルギー科学」テキス

トシリーズの検討」( 代表者：若

谷誠宏教授 )

第 1回外部評価

4月9日

7月30日

8月23日

　～25日

8月26日

11月6日

11月13日

2月21日

　～22日

3月23日

▲第3期修了記念記念写真

◆エネルギー科学研究科の

　第 1回外部評価

　エネルギー科学研究科では、第 1 期修士修了生を送

り出した設立後3年目の平成10年度に第1回自己点検・

評価を行い、次いで翌年には外部評価を行った。平成

16 年 4 月からの法人化後は、毎年自己点検・評価を実

施して、不断に教育研究の改善に努めること、また平

成 18 年度に外部評価を受けることを、その第１期中期

目標・中期計画に定めた。

外部評価報告書と
自己点検・評価報告書

▲

平成 11 年 8 月 26 日

　修士課程同様広範な学域の大学院修士課程の修了生

が区別なく平等に受験が可能なように配慮している。

また社会人特別選抜並びに留学生の募集も積極的に行

っている。入試実施にあたっての具体的な細則は次の

ようである。（1）受験生は応募する専攻ならびに分野

を定め受験する。（2）各専攻は専攻ごとに定められた

方式に従って合否を決定する。更に平成 12 年度からは

､外国人留学生を対象とする博士後期課程エネルギー科

学特別コースの応募も実施された｡平成 12 年度は 8 名

が合格した。

　課程博士学位の申請には、博士後期課程に 1 年以上

在学している必要があり、必要単位 (4 単位 ) を修得し

た後、博士論文を提出する。ただし、修士課程を 1 年

で修了したものは、博士後期課程に 2 年以上在学して

いなければならない。

　また、エネルギー科学研究科では、平成 17 年度より

開始した文部科学省の事業である「魅力ある大学院教

育」イニシアティブ事業に、課題名「学際的エネルギ

ー科学研究者養成プログラム」で応募し、採択された。

本プログラムにより、期間短縮で、修士課程（最短１．

５年）および博士課程（最短１．５年）（修士・博士課

程あわせて最短３年）でそれぞれの学位を取得するこ

とが可能となり、これによりエネルギー科学分野を担

う若いスペシャリストとして各分野・各機関にて活躍

できるよう、積極的に推奨・支援するものである。

　尚、博士学位取得にはこのほかに論文の提出による

ものがある。



平成11年度

平成11年度(1999.4-2000.3)

●エネルギー理工学研究所●

十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所 11

宇治キャンパス公開 '99

研究所公開講演会

プラズマ実験装置ヘリオトロン J

完成・使用開始

エネルギー理工学研究所国際シン

ポジウム（ISIAE1999)「エネルギ

ー材料と応用加速器科学」

（研究所大会議室）

エネ研／阪大接合研共同推進研究

平成 11 年度研究成果発表会

（兵庫県城崎町公民館）

京都大学エネルギー理工学研究所

シンポジウム「ヘリカル系プラズ

マ閉じ込めの改善と展望」

（研究所大会議室）

プラズマ実験装置ヘリオトロン J

完成報告会（研究所大会議室）

10月23日

11月11日

12月2日

　～3日

12月20日

　～21日

3月7日

　～8日

3月8日

◆プラズマ実験装置ヘリオトロンJ

　完成・使用開始

平成 11 年 11月 1 1 日

　ヘリオトロン J は、京都大学で創案された先進磁場

配位、ヘリカル軸ヘリオトロン配位の最適化を目標に

設置されたプラズマ実験装置である。世界的にもユニ

ークで、かつ新しいパラメータ領域のプラズマ閉じ込

め特性の理解に貢献している。磁気軸の立体化によっ

て良好な閉じ込め特性と磁気井戸による MHD 安定化を

効率的に両立させ、無電流プラズマの閉じ込め性能を

格段に向上できると期待している。

▲ヘリオトロンJ

◆プラズマ実験装置ヘリオトロンJ

　完成報告会

平成 12 年 3 月 8 日　研究所大会議室

　先進的磁場閉じ込め配位の探求を行うため附属エネ

ルギー複合機構研究センターで建設が進められていた

ヘリオトロンＪ装置が完成し、ご支援いただいた関係

者各位に感謝する完成報告会が研究所大会議室にて盛

大に催された。井上信幸所長の挨拶の後、文部省学術

国際局清木孝悦様（小山晴巳様代理出席）、京都大学副

学長宮崎昭様、核融合科学研究所長藤原正巳様（本島

修様代理出席）から祝辞を賜り、完成報告講演の後、

建設に尽力された関係者に感謝状が贈呈された。懇親

会では日本原子力研究所那珂研究所長太田充様他から

ご祝辞をいただき、ヘリオトロン核融合研究の新たな

門出が祝福された。 ▲ヘリオトロンJ完成報告会での
　宮崎副学長の祝辞



2000-01

●エネルギー科学研究科●

年表でたどる１０年

十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所 12

◆エネルギー科学研究科
　第4期修了式 平成13年3月23日

大学院入学式

修士課程入学者選抜試験

博士後期課程入学者選抜試験

第5回公開講座(第1日目)

「21世紀に向けて―エネルギー、

環境、材料の諸問題を探る―」

同上(第2日目)

修士課程外国人留学生・博士後期

課程第２次募集入学者選抜試験

第4期修了式

4月11日

8月28日

　～30日

8月31日

11月11日

11月18日

2月21日

　～22日

3月23日

▲第4期修了記念記念写真

◆修士課程入学者選抜試験

平成 12 年 8 月 28 ～ 30 日

　エネルギー科学研究科は広範な学域から構成されてお

り、工学、理学、農学、経済学、法学などの学部卒業生が、

区別なく平等に受験が可能なように配慮している。また

社会人特別選抜並びに留学生の募集も積極的に行ってい

る。

　平成 12 年度入学までの入試実施にあたっての具体的

な細則は次のようであった｡異なる専攻にまたがっての

分野志望が一定の枠内で可能であった。（1）受験生は応

募する専攻を定め、その専攻で受験する。応募した専攻

を自専攻と呼び、それ以外の専攻を他専攻と呼ぶ。（2）

受験生は、自専攻の分野から第１志望を定める。第２志

望以下については、自専攻の分野以外に他専攻の２分野

を加えて任意に志望順位を定めることができる。対象と

する他専攻は単一、複数を問わない。（3）各専攻は他専

攻からの志望者を含めて該当専攻の受験者の成績順位を

定める。（4）専攻間の試験成績の比較基準は、自専攻を

応募した全受験生にわたる全科目の得点についての偏差

値とする。（5）各専攻は専攻ごとに定められた方式に従

って有資格者を決定し、合格者を各分野に配属する。配

属の決定には専攻内と専攻間の相違を問わず志望順位の

高い分野が優先される。（6）各専攻は第１志望合格者を

決めた後、他専攻の合格者決定結果を踏まえたうえで、

第２志望以下の配属を順次行う。このように、願書を提

出して受験した専攻と異なる専攻への配属を可能とする

制度を考案・採用したことは、入学方法の大きな特色と

応える。これによって、学部において修得した専門分野

を変更することなく、研究を継続してとり組むことが出

来るようになる。たとえば、工学部物理工学科および電

気系工学科を兼担する分野は４専攻全てに含まれており、

これらの学科あるいは専門分野を卒業した学生にとって、

志望分野を決める際に弾力的な選択が可能となった。実

際にも、この措置により毎年数名の学生が受験した専攻

以外の専攻に合格した。

　しかし、研究科創設より４年を経過して各専攻の性格

が明確になるにつれて、他の専攻を積極的に志望する学

生の数が減少し、そのため入試事務が繁雑になるばかり

で、かえって各専攻独自の理念に基づく合格者の決定を

制約する弊害が顕在化するに至った｡そこで、平成 13 年

度入学の入試実施にあたって、この制度を廃止すること

とし、専攻独自に最適なように変更した。（1）受験生は

応募する専攻を定め､その専攻で受験する。（2）受験生は、

応募する専攻の分野から第１志望から順に志望順位を定

める。（3）各専攻は専攻ごとに定められた方式に従って

有資格者を決定し、合格者を各分野に配属する。　
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吉川　潔教授　所長就任

宇治地区の5研究所・1センター事

務部の統合による「宇治地区事務

部」発足

附属エネルギー複合機構研究セン

ター　共同研究成果報告会

宇治キャンパス公開2000

通産省工技院大阪工業技術研究所

と研究協力協定書調印

研究所公開講演会

「21世紀のエネルギー科学」

（宇治キャンパス木質ホール）

4月1日

4月1日

5月12日

10月28日

12月20日

1月18日

◆「宇治地区事務部」発足

平成12年4月1日

　宇治地区の5研究所・1センター(エネルギー理工学

研究所、化学研究所、木質科学研究所、食糧科学研

究所、防災研究所、宙空電波研究センター)に個別に

置かれていた事務部は、「宇治地区事務部」として

統合され、総務課、経理課及び研究協力課を置く、

新たな事務組織として発足した。

　また、教授会・協議員会に関することや、研究所

独自の業務を担当するため、総務課にエネルギー理

工学研究所担当専門員を配置し、所長室の隣(元事務

長室)に「エネルギー理工学研究所担当事務室」を設

けた。下図に事務組織の改変の概略を示す。

◇宇治キャンパスの由来
　京都大学宇治キャンパスは、本部キャンパスか

ら東南約17㎞の宇治川右岸に位置する。この地

は、古来巨椋池（昭和16年干拓）と宇治川の結節

点として，水陸交通の要衝であり、付近には多く

の古墳や古社寺が点在する歴史的伝統のあるとこ

ろである。宇治キャンパスに隣接する岡屋津は、

昔、国の内外の船が集まる重要な港で、近くの黄

檗山萬福寺の文化や建材もここから陸揚げされ

た。平安時代には、中央貴族の別業の地として栄

え、また茶の産地としても有名である。地名の

「五ヶ庄」は、近衛家の領地である「五箇庄」に

由来する。明治5年、黄檗山萬福寺の後山を利用

し、火薬貯蔵庫が、さらに同29年に現宇治キャン

パスの地一帯に火薬製造所が設置された。終戦後

は、進駐軍の管理下におかれていたが、逐次、文

化施設、病院、運動施設等に衣替えされ、昭和24

年5月新制大学発足を機に京都大学宇治分校を置

くことになり，宇治キャンパスが発足した。

（詳細は宇治地区事務部ホームページ：　　　　

　　　       http://www.uji.kyoto-u.ac.jp/）

▼宇治地区事務組織（～H12.3）

化学研究所 事務部長

エネルギー理工学研究所

木質科学研究所

食糧科学研究所

超高層電波研究センター

事務部長防災研究所

業務掛

経理掛

庶務掛

研究協力掛

庶務掛

会計掛

庶務掛

会計掛

庶務掛

研究助成掛

専門職員

施設掛

会計掛

事務掛

庶務掛

図書掛

経理掛

事務長

事務長

事務長

総務課長

総務課長

経理課長

経理課長

専門員

▼宇治地区事務組織（H13.4～）

研究協力課長

企画掛

専門職員(宙空セ)

司計掛

経理掛

第一用度掛

第二用度掛

施設管理掛

研究協力掛

国際交流掛

共同利用掛

専門職員

庶務掛

人事掛

学術情報掛

経理課長 課長補佐

化学研究所

エネルギー理工学研究所

木質科学研究所

食糧科学研究所

宙空電波科学研究センター

防災研究所

事務部長

総務課長

専門員(化研)

専門員(エネ研)

専門員(木研)

専門員(食研)

専門員(防災研)
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◆エネルギー科学研究科
　第5期修了式

平成14年3月25日

　

大学院入学式

修士課程入学者選抜試験

博士後期課程入学者選抜試験

エネルギー科学特別コース発足

第6回公開講座(第1日目)

「21世紀のエネルギー科学―新エ

ネルギー・材料の創成―」

同上(第2日目)

修士課程外国人留学生・博士後期

課程第２次募集入学者選抜試験

第5期修了式

平成13年度教育改善推進費プロジ

ェクト「エネルギー科学研究科の

将来構想に関する調査研究」(代表

者：笠原三紀夫教授)

4月11日

8月27日

　～29日

8月30日

10月1日

11月10日

11月17日

2月18日

　～19日

3月25日

▲第5期修了記念記念写真

◆エネルギー科学特別コース発足

平成13年10月1日

　エネルギー科学研究科では、世界各国から優秀

な留学生を受け入れるため、毎年8月および2月に

外国人留学生特別選抜（修士課程，博士後期課

程）を実施するとともに、エネルギー科学特別コ

ース（博士後期課程）による受け入れを行ってい

る。この特別コースは英語による教育を前提とし

ており、入学試験は書面による選考としている。

１学年に8名の国費留学生が認められ、従来の形態

とは異なる新しい大学院コースである。これまで

に多くの外国人留学生を受け入れ、一般学生に刺

激を与えるとともに、世界で唯一のエネルギー科

学研究科として、世界の若い優秀な人材を招聘

し、新しい感覚を身につけたリーダーの育成とと

もに、国際交流の一層の促進に寄与している。

◆第 6回公開講座

　「21 世紀のエネルギー科学

　　　―新エネルギー・材料の創成―」

平成 13 年 11月 1 0 日、17 日

　エネルギー科学研究科は、創設当初より毎年公

開講座を実施している。一般市民に対してエネル

ギーの科学技術に関する最新の研究をわかりやす

く紹介しており、それにより当研究科教官の教育

研究の状況を広く世間に紹介し、社会との連携や

地域交流の活動の一環としてきている。　

▲公開講座の様子

▲公開講座テキスト



平成13年度

平成13年度(2001.4-2002.3)

●エネルギー理工学研究所●

十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所 15

創設60周年記念第6回公開講演会

「環境エネルギーフォーラム」

（京大会館）

附属エネルギー複合機構研究セン

ター　平成12年度共同研究成果報

告会（研究所大会議室）

宇治キャンパス公開2001

第1回環境エネルギーおよび材料科

学・工学国際シンポジウム

　（The 1st Eco-Energy and 

Material Science and 

Engineering Symposium）

研究所外部評価実施

5月11日

7月6日

10月6日

11月22日

　～23日

1月

◆創設60周年記念
　第6回研究所公開講演会
　「環境エネルギーフォーラム」

平成13年5月11日（京大会館）

　改組6年目であるとともに、研究所の前身で

ある「工学研究所」(昭和16年設立)から数え

て60周年を記念して、「環境エネルギーフォ

ーラム」と題して第6回公開講演会を開催し

た。講演会では、研究所が重点領域の一つと

してきたバイオエネルギーを始めとする環境

調和型新エネルギーシステムをテーマに産官

学の研究の取り組みを紹介するとともに、パ

ネル討論会を通して今後の環境適合エネルギ

ーシステムの枠組みの構築を目指した。

◆研究所外部評価実施

平成14年1月

　当研究所は改組に当たり、より柔軟かつ機動

的に研究を行えるよう、「研究の進展と時代の

要請に照らして5年毎に研究所内外の関係者に

よる評価を加え、指摘事項に柔軟に対処するも

のとする。」こととした。当該年度は改組以来

6年目を迎えることとなったため、大阪工業大

学長の西川禕一先生を委員長とする「研究所の

在り方検討委員会」による外部評価を実施し、

「在り方検討委員会」報告書、総合評価資料、

重点領域研究資料、および別冊の資料編から成

る最終報告書を上梓した。

◆第1回環境エネルギーおよび材料科学・
　工学国際シンポジウム開催

平成13年11月22日～23日

（タイ王立ラジャマンガラ工科大学）

　本所との研究協力協定に基づき、The 1st 

Eco-Energy and Material Science and 

Engineering Symposiumを開催した。環境適合

型エネルギーおよび新規材料の開発をテーマ

に理学および工学の両方の視点から、計31件

の講演が行われた。　

▲ラジャマンガラ工科大学バンコクキャンパスにて

▲研究所公開講演会の様子
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●21世紀ＣＯＥプログラム●

エネルギー科学研究科
第6期修了式 平成15年3月24日

大学院入学式

笠原三紀夫教授　研究科長就任

修士課程入学者選抜試験

博士後期課程入学者選抜試験

京都大学国際シンポジウム
「21 世紀のポスト化石エネルギー
＜バイオマスエネルギーの将来＞」
(モントリオール、カナダ )

エネルギー科学研究科・エネルギ
ー理工学研究所　産学連携シンポ
ジウム (京都テルサ )

修士課程入学選抜試験 ( エネルギ
ー基礎科学専攻第 2回選抜 )

21 世紀 COE プログラム「環境調和
型エネルギーの研究教育拠点形成」
採択

第 7回公開講座
「エネルギー科学の新展開―循環型
社会をめざして―」

修士課程外国人留学生・博士後期
課程第２次募集入学者選抜試験

第 6期修了式
エネルギー科学研究科同窓会
「京エネ会」設立 (66 ページ参照 )

4月8日

5月11日

8月26日
　～28日
8月29日

9月3日
　～4日

9月18日

9月28日

11月

11月9日

2月17日
　～18日

3月24日

▲第6期修了記念記念写真

◆21世紀COEプログラム
　「環境調和型エネルギーの研究教育
　　拠点形成」採択

平成14年度～　

　エネルギー科学研究科、エネルギー理工学研究所、お

よび宙空電波科学研究センター(当時)が申請した「環境

調和型エネルギーの研究教育拠点形成」計画(笠原三紀夫

リーダー)が、文部科学省の21世紀COEプログラム(TOP30)

の一つとして採択された。今回は、全国からの465課題の

提案のうち、学際複合新領域145提案の中から24課題が選

ばれるという激戦であったが、京都大学で採択された11

の課題の中では3.23億円と、二位のバイオの2.2億円を大

きく引き離し、突出した予算配分を受けており、高い評

価を受けた。

21 世紀 COE 第 1 回国内シンポジウ

ム（東京ファッションタウンビル・

TFT ホール，東京）

1月12日

　

◆京都大学国際シンポジウム
　「21世紀のポスト化石エネルギー
　＜バイオマスエネルギーの将来＞」

平成14年9月3～4日(モントリオール，カナダ)　

　京都大学国際シンポジウムは、京都大学の学術研究を

世界に向けて発信する事を目的に海外で開催することを

前提として平成12年度から続いており、公募公式となっ

た第3回において研究科提案の当該シンポジウム(坂志朗

実行委員長)が開催された。京都大学からは、西本清一総

長補佐、エネルギー科学研究科、工学研究科、農学研究

科、経済研究所、木質科学研究所ならびに国際融合創造

センターの各教官らが参加した。タイミングよく、シン

ポジウム初日にはカナダが京都議定書に批准したとの報

道が北米各地に流れ、“Kyoto Protocol”発行の地であ

る京都からの世界への情報発信にバイオマスエネルギー

がまさにふさわしいものと

なり、シンポジウムは成功

裏に終了した。

▲京都大学国際シンポジウムの様子
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附属エネルギー複合機構研究セン

ター　平成 13 年度共同研究成果報

告会（研究所大会議室）

研究所公開講演会「エネルギーの

新しい機能を目指して」

（研究所大会議室）

CREST 国際シンポジウム「SiC/SiC

複合材料及びその先進エネルギー

応用」（京都リサーチパーク）：科

学技術振興事業団主催、米国セラ

ミックス協会共催、エネルギー理

工学研究所後援

第 27 回リニアック技術研究会（京

都テルサ）：エネルギー理工学研究

所と化学研究所の共催

21 世紀 COE プログラム「環境調和

型エネルギーの研究教育拠点形成」

採択

研究所教官に任期制を導入

宇治キャンパス公開 2002

第 29 回核酸化学シンポジウム（京

都テルサ )

シンポジウム「磁気座標系：その

歴史・現状・展望」

第 2 回環境エネルギーおよび材料

科学・工学国際シンポジウム

　（The 2nd Eco-Energy and 

M a t e r i a l  S c i e n c e  a n d  

Engineering Symposium）

4月5日

5月10日

5月20日

　～22日

8月7日

　～9日

11月

9月24日

9月28日

11月20日

　～22日

2月21日

　～22日

3月14日

▲21世紀COE第1回国内シンポジウム(H15.1.12)の模様
　(左)長尾真総長による開会挨拶
　(右)江崎玲於奈先生によるご講演

21 世紀 COE 第 1 回国際シンポジウ

ム“21COE The 1st International 

Symposium on Sustainable Energy 

System”（キャンパスプラザ京都）

3月13日

　～14日

◆研究所教官に任期制を導入

平成14年9月24日

　エネルギー理工学研究所は、当年度より採用の教官

に対して任期制を導入することを決定した。教員の任

期は以下の通りである。

　◆教授　　10年（再任可能）

　◆助教授　 8年（再任1回可能、再任後の任期7年）

　◆講師　　 8年（再任1回可能、再任後の任期7年）

　◆助手　　 7年（再任1回可能、再任後の任期5年）

▲▼21世紀COE第1回国際シンポジウム(H15.3.13-14)の模様
（左）笠原拠点リーダーによる概要説明
（右）ポスターセッションの様子
（下）懇親会の様子
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●21世紀ＣＯＥプログラム●

大学院入学式

修士課程入学者選抜試験（エネル

ギー社会・環境科学専攻、エネル

ギー変換科学専攻、エネルギー応

用科学専攻）

博士後期課程入学者選抜試験（エ

ネルギー社会・環境科学専攻、エ

ネルギー変換科学専攻、エネルギ

ー応用科学専攻）

修士課程入学者選抜試験（エネル

ギー基礎科学専攻）

博士後期課程入学者選抜試験（エ

ネルギー基礎科学専攻）

第 8回公開講座

「エネルギー科学の新展開～新エネ

ルギーから宇宙へ～」

修士課程外国人留学生・博士後期

課程第２次募集入学者選抜試験

第 7期修了式

4月7日

8月6日

　～7日

8月8日

8月25日

　～26日

8月27日

11月15日

2月16日

　～17日

3月23日

太陽電池国際ワークショップ

（宇治キャンパス木質ホール）

第 1 回環境エネルギー・ワークシ

ョップ「環境調和型エネルギーと

持続可能な経済発展」

（京都リサーチパーク）

第 1 回国際エネルギー科学スクー

ル (イリノイ工科大学、米国 )

2003 Japan-United States Joint 

Workshop on Space Solar Power 

System（宇治キャンパス）

バイオマス関連部会・研究会合同

交流会「液体バイオ燃料利活用の

動向と展望」

(キャンパスプラザ京都 )

第 2 回バイオエネルギーシンポジ

ウム (キャンパスプラザ京都 )

全科展 in 大阪 2003 に出展

（インテックス大阪）

5月19日

5月28日

6月16日

　～22日

7月3日

　～4日

10月21日

10月22日

10月22日

　～24日

平成16年3月23日

◆第１回国際エネルギー科学スクール

平成 15 年 6 月 16 日～ 22日（イリノイ大学、米国）

　米国イリノイ工科大学に博士後期課程学生 9 名を派遣

し、現地の研究者および大学院生とシンポジウムを共催

して、研究発表とともに交流の場を設けた。

▲スクール参加者(IITの発表会場にて)

◆エネルギー科学研究科
　第7期修了式

▲第7期修了記念記念写真

▲RITラボ除幕式(パネルの説明をするRIT
ナムユット学長(左)と塩田総長補佐)
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附属エネルギー複合機構研究セン

ター　平成 14 年度共同研究成果報

告会（研究所大会議室）

研究所第 8 回公開講演会「エネル

ギー研究の最前線と研究・教育活

動」（キャンパスプラザ京都）

京都大学「包括的産学融合アライ

アンス」による「チタニアナノチ

ューブを用いる色素増感太陽電池

の効率化」の研究

日韓拠点大学方式学術交流事業日

韓合同セミナー（ソウル国立大学，

大韓民国）

第 1 回京都・エアランゲン先進エ

ネルギーと材料に関するシンポジ

ウム（エアランゲン大学，ドイツ）

光電子ナノ材料研究会の発足と第 1

回講演会（宇治キャンパス木質ホ

ール）

宇治キャンパス公開 2003　－人類

の生存基盤を探求する情報科学－

城北埼玉高校修学旅行生徒研究所

研修

第 11回 核融合炉材料国際会議（国

立京都国際会館）

4月4日

5月9日

6月

7月

7月29日

　～31日

8月22日

10月3日

　～4日

10月31日

12月7日

　～12日

第 1回市民講座

「エネルギーと環境を考える」

（京都市国際交流会館）

産学連携シンポジウム

（京都テルサ）

21COE 海外拠点の開設・バンコク

オフィス開所式（バンコク、タイ）

21COE ラジャマンガラ工科大学研

究室開設・開所式（ラジャマンガ

ラ工科大学、タイ）

エネルギー科学テキストの発行

「ヘリカルシステムにおけるプラズ

マ閉じ込めへの新しいアプローチ」

に関する日米ワークショップ・京

都大学 21 世紀ＣＯＥシンポジウム

合同会議（エネ研）

第 2 回国内シンポジウム（京大会

館）

10月25日

11月19日

11月20日

　～21日

11月21日

2月20日

3月2日

　～4日

3月8日

　～9日

◆バンコクに初の21COE海外研究拠点を設置
平成 15 年 11月 2 1 日（バンコク、タイ）

　21COE の初の海外拠点となるバンコクオフィスの開所

式が挙行された。日本からは塩田浩平総長補佐を始め、

COE 諮問委員会委員長の西川禕一大阪工業大学長、笠原

COE リーダーなど総勢 27 名のメンバーが参加した。また、

既に協力協定を結ぶラジャマンガラ工科大学 (RIT) 内に

国際共同研究のための実験室（21COE　Thai-Research 

Station Collaborative Research Laboratory at 

Rajamangala Institute of Technology）を開設した。こ

のための開所式が同日、RIT 本部で行われた。さらにこ

れに先立ち 20 日には海外拠点の開所に合わせ、タイ科学

技術開発庁（NSTDA）において 21COE 国際シンポジウムを

開催した。　

▲バンコクオフィスの開所式(左より、吉川潔
所長、ムティコRIT副学長、西川大工大学長、
吉川暹バンコク拠点長、ブンディットJGSEE学
長、笠原リーダー、塩田京大総長補佐)
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国立大学法人に移行

大学院入学式

修士課程入学者選抜試験（エネル
ギー社会・環境科学専攻、エネル
ギー変換科学専攻、エネルギー応
用科学専攻）
博士後期課程入学者選抜試験（エ
ネルギー社会・環境科学専攻、エ
ネルギー変換科学専攻、エネルギー
応用科学専攻）
修士課程入学者選抜試験（エネル
ギー基礎科学専攻）
博士後期課程入学者選抜試験（エ
ネルギー基礎科学専攻）

研究科専属の事務室が発足

第 9回公開講座
「エネルギー科学の新展開　-技術、
社会、環境の接点を求めて」

インターンシップ説明会

先端エネルギー科学研究教育セン
ター発足（30 ページ参照）

修士課程外国人留学生・博士後期
課程第２次募集入学者選抜試験

第 8期修了式

第 2回自己点検・評価

4月1日

4月7日

8月8日
　～9日

8月10日

8月23日
　～24日
8月25日

10月1日

11月6日

12月10日

1月

2月14日
　～15日

3月23日

第 2 回国際エネルギー科学スクー

ル（ラジャマンガラ工科大学）

The 10th International Spheri-

cal Torus Workshop（京大吉田キャ

ンパス）

21COE Workshop on OSE&OEL

( 京大宇治キャンパス木質ホール )

産学連携シンポジウム

（京都テルサ）

7月20日

　～22日

9月29日～

　10月1日

10月30日

11月24日

◆第2回国際エネルギー科学スクール

平成 16 年 7 月 20 日～ 22日 ( ラジャマンガラ工科大学 )

　21 世紀 COE プログラムの博士課程学生の教育プログラ

ムの一環として第２回国際エネルギー科学スクールがタ

イのパトゥムタニ市にある Rajamangala Institute of 

Technology (RIT) において開催

された。京大からは講演内容の

摘要により選抜した 13 名の博

士後期課程学生が参加し、RIT

は 3 名および JGSEE から 15 名

の発表があった。また、新聞・

雑誌およびテレビ等の一般メデ

ィアの記者に対して、京大から

も学生 2 名が選ばれてタイ語通

訳による講演および研究紹介を

行い、後日現地で新聞報道やテ

レビ放映があった。

▲京大側参加者一同
(会場のRIT図書館前にて)

◆「持続可能なエネルギーと環境」国際会議
平成 16 年 12 月 1日～ 3日 (ホアヒン、タイ )

　JGSEE と 21COE 共催の SEE Meeting が開催された。SEE

とは、Sustainable Energy and Environment の略ですが、

「皆が一同に会して」という「見る、出会う」の意味も込

められている。会議は 320 人を超える参加者の下、18 カ

国から 200 件を超える発表が行われた｡辻文三副学長が開

会の挨拶を行った後､プロミン・タイ国エネルギー大臣､

茅陽一財団法人地球環境産業技術研究機構研究所長、笠

原 21COE リーダーによる基調講演が行われ、日タイ両国

での環境・エネルギーに関する取り組みが紹介された。
平成17年3月23日

◆エネルギー科学研究科
　第8期修了式

▲第8期修了記念記念写真

◆研究科専属の事務室が発足
平成 16 年 10 月 1 日

　工学研究科事務室の桂キャンパス移動により、事務室

体制がそれまでの工学研究科等事務室から専属の事務室

として発足し、初代事務長として下岡貞正氏が着任した。
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国立大学法人に移行

附属エネルギー複合機構研究セン

ター　平成 15 年度共同研究成果報

告会（研究所大会議室）

研究所第 9 回公開講演会「未来エ

ネルギーの実現を目指して」

（京都大学百周年時計台記念館）

研究所所属学生による「院生会」

の発足

宇治キャンパス公開 2004　－住み

よい地球を創る科学－

第 2回研究所外部評価実施

量子光・加速粒子総合工学研究棟

開所式（化学研究所共同研究棟大

セミナー室）

宇治キャンパス「総合研究実験棟」

竣工記念式典

京都大学附置研シンポジウム「附

置研究所の在り方について　－生

存基盤科学の創成に向けて－」

（化学研究所共同研究棟大セミナー

室）

4月1日

4月2日

5月11日

6月

10月1日

　～2日

12月9日

3月9日

3月9日

　～10日

「持続可能なエネルギーと環境」国

際会議　(SEE Meeting)：ホアヒン

( タイ )、タイ国エネルギー環境合

同大学院大学 (JGSEE) と京都大学

エネルギー COE 共催

IEA Task 39 Workshop, 21COE 

Presymposium

第 2 回国際シンポジウム

（21COE The 2nd International 

Symposium on Sustainable Energy 

System）（京大時計台記念館）

第２回 21COE プラズマ理論ワーク

ショップ（京大時計台記念館）

12月1日

　～3日

12月13日

　～15日

12月17日

　～18日

2月25日

　～27日

◆量子光・加速粒子総合工学研究棟を
　開所

平成 16 年 12 月 9 日

　研究所においては､将来の基盤エネルギーシステム開発

に関わる基礎研究を強力に推進するため､旧｢ヘリオトロ

ン核融合研究センター (D 棟 )｣を大規模に改装し､本研究

所の中核的実験装置である､複合ビーム照射試験装置

(DuET)､マルチスケール評価開発研究施設 (MUSTER)､なら

びに小型自由電子レーザー実験装置 (KUFEL) を収納した

研究棟の整備を進めてきたが､同棟の大規模な改装が終了

したので､名称を｢量子光・加速粒子総合工学研究棟｣と改

め､平成 16 年 12 月９日､に開所した｡

　式典においては､辻文三副学長から祝辞を賜ると共に､

米国アルゴンヌ国立研究所副所長､Kwang-Je Kim 氏と九

州大学産学連携センター特任教授､木下智見氏の貴重な講

演を頂き､また､基幹装置の建設に当って多大な貢献を頂

いた２社に感謝状を贈呈した後､研究棟施設､研究に関す

る紹介がなされた｡

▲量子光・加速粒子総合
　工学研究棟外観

▲辻副学長による祝辞

辻副学長 ( 左から４人目 )
､プロミンエネルギー大臣
( 左から５人目 ) をはじめ
とする会議主要メンバー

▲

▲総合実験棟竣工記念式典での
　尾池総長による祝辞
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吉川榮和教授　研究科長就任　

大学院入学式

修士課程入学者選抜試験（エネル
ギー社会・環境科学専攻、エネル
ギー変換科学専攻、エネルギー応
用科学専攻）

博士後期課程入学者選抜試験（エ
ネルギー社会・環境科学専攻、エ
ネルギー変換科学専攻、エネルギ
ー応用科学専攻）

修士課程入学者選抜試験（エネル
ギー基礎科学専攻）

博士後期課程入学者選抜試験（エ
ネルギー基礎科学専攻）

修士課程入学者選抜試験（エネル
ギー基礎科学専攻 2回目）

第 10 回公開講座
「物理と化学でわたしたちの地球の
あり方を考えよう　～巨大地震、
エネルギー変換デバイスと核融合
～」

修士課程入学者選抜試験 ( 外国人
留学生・社会専攻第 2 次）、博士後
期課程第２次募集

第 9期修了式

文部科学省「魅力ある大学院教育」
イニシアティブに、課題名「学際
的エネルギー科学研究者養成プロ
グラム」採択 (63 ページ参照 )。

教育改善推進費（総長裁量経費）「国
際的エネルギー科学への教育研究
体制改革プロジェクト」( 代表者：
近藤克己教授 )

第 3回自己点検・評価

4月1日

4月7日

8月8日
　～9日

8月10日

8月22日
　～23日

8月24日

9月26日

11月12日

2月14日
　～15日

3月23日

有機薄膜太陽電池の最前線

（京大会館）

第 2回中国 -アセアン博覧会にて

ポスター出展

産業技術総合研究所 垰田博史氏 

講演会「光触媒技術の現状と展望」

7月15日

　～16日

10月19日

　～22日

11月2日

平成18年3月23日

◆エネルギー科学研究科
　第9期修了式

▲第9期修了記念記念写真

◆市民講座総括シンポジウム

平成 17 年 11 月 11 日（キャンパスプラザ京都）

　21COE プログラム「環境調和型エネルギーの研究教育

拠点形成」では、社会的活動の一環として、21 世紀の新

エネルギーや環境問題をテーマに、全国で市民講座を開

催した。この講座では、各回で講演内容に沿ったテーマ

を設け、京都大学と地元の講師による講演の後に総合討

論を行い、お集まりいただいた市民の方とともに各地域

の特徴・課題等を踏まえた議論を展開した。この年 9 月

には全国 47 都道府県での開催が一回りしたことを機に、

これまで私たちが取り組んできた市民講座の活動を総括

し、今後の発展に繋げるため総括シンポジウムを開催した。

▲　市民講座の様子

▲
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第 3 回環境エネルギーおよび材料

科学・工学国際シンポジウム

　（The 3rd Eco-Energy and 

M a t e r i a l  S c i e n c e  a n d  

Engineering Symposium）

（チェンマイ、タイ）：ラジャマン

ガラ工科大学との共催

附属エネルギー複合機構研究セン

ター　平成 16 年度共同研究成果報

告会（研究所大会議室）

第 10 回公開講演会

「京都から革新技術の発信」

（キャンパスプラザ京都）

宇治地区 4研究所教職員懇親会

宇治キャンパス公開 2005

4月6日

　～9日

4月22日

5月11日

7月8日

10月7日

　～8日

市民講座総括シンポジウム

（キャンパスプラザ京都）

産学連携シンポジウム

（京都テルサ）

「アジアにおけるエネルギー・環境

問題」ワークショップ

（京大時計台記念館）

11月11日

11月24日

3月8日

◆宇治地区４研究所教職員懇親会

平成 17 年 7 月 8 日（宇治生協会館）

　平成 17 年度宇治地区世話部局長の吉川潔所長の発案で、

宇治地区 4 研究所教職員懇親会が 7 月 8 日に宇治生協会

館で開催された。宇治地区には現在 10 部局の施設がある

が、中でも、４つの研究所（化学研究所、エネルギー理

工学研究所、生存圏研究所、防災研究所）は、とくに、

人類の生存に深く関わる基盤研究を行っている点で多く

の共通点があり、「生存基盤」のキーワードの下に協力関

係を強化しようという機運が盛り上がっている。この動

きの一環として、日頃あまり接触のない４研究所の教職

員がお互いに知り合うにふさわしい場として、この会が

企画された。尾池総長はじめ、本部関係者の方々の出席

をいただき、宇治地区の発展について大いに語り合った。

▲宇治地区４研究所
　教職員懇親会の様子
（左上）尾池総長による挨拶
（右上）尾池総長・入倉理事
　　　　と４研究所長
（左下）山嵜教授らによる
　　　　演奏

◆京都大学宇治キャンパス公開2005
平成 17 年 10 月 7 日～ 8日

　京都大学宇治キャンパス公開が 10 月 7 日（金）、

8 日（土）に開催された。宇治地区各部局の活動を

学外の人たちにも知ってもらうことを目的に、平

成 9年から行っているもので、今回で 9回目となる。

今年度は、エネルギー理工学研究所が責任担当部

局となり、「夢のある安全な未来を拓く最新科学」

が統一テーマであった。宇治地区で活動する 10 部

局の研究活動が一覧できる、総合展示、公開ラボ

および公開講演会を行った。雨にも拘らず 2 日間

で約 500 名と多くの参加者を得た。また、関係者

で行われた懇親会には、宇治キャンパスの職員や

学生、総勢 350 名程度が一堂に会し、活気に満ち

溢れた懇談が行われた。

▲宇治キャンパス公開2005の様子
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◆エネルギー社会・環境科学専攻

◆エネルギー基礎科学専攻

◆エネルギー変換科学専攻

◆エネルギー応用科学専攻

◆付属先端エネルギー科学教育センター

◆人事異動

◆データ集

エネルギー科学研究科の動き
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エネルギー科学研究科の動き Department of Socio Environmental Energy Science

エネルギー社会・環境科学専攻

　　エネルギー社会・環境科学専攻では、人間・社会・

地球環境と調和しつつ人類文明の持続的発展に資す

る、エネルギー生産、貯蔵、分配、利用、廃棄にか

かるエネルギーシステムを考究する新しい学際領域

の確立を目指し、２つの基幹講座で構成された。社

会エネルギー科学講座では、社会工学的・生態学的

側面と社会側面とを総合する社会システムのあり方、

エネルギー社会環境学講座では、エネルギーシステ

ム全体の人間・社会・環境との調和性を図る設計・

評価法について、教育・研究を行っている。これら

の講座を構成する基幹分野は、工学系（冶金学、電

気情報、環境学）、農学系（林産工学）および経済学

系と多彩な領域にまたがる教育・研究を進めている。

以下、５基幹分野の概況を紹介する。

　エネルギー社会工学分野（工学研究科エネルギー

応用工学専攻エネルギー社会工学分野から移行、新

宮秀夫教授）は、光触媒やナノ材料などの新機能材

料の開発、社会現象の解析と予測を通した幸福に関

する研究など工学と社会科学の立場からその解決・

解明に取り組んできた。平成 13 年 3 月新宮秀夫教授

が定年退官し、平成 14 年 4 月後任教授に石原慶一が

昇格し、その研究分野を引き継ぎ、環境教育や発展

途上国のエネルギー・環境問題の研究を新たに始め、

現在に至っている。

　エネルギー経済分野は、研究科発足時に経済研究

所から佐和隆光を教授に迎え、経済学と工学を融合

した視点からエネルギー・環境問題に関わる分析・

評価・制度設計の研究を進め、京都メカニズムの制

度設計、日本・アジアにおけるエネルギー需給シス

テム計画、新エネルギー技術導入促進方策、未利用

資源利用の経済評価など多岐にわたる課題に取り組

んできた。平成 11 年 10 月佐和教授の経済研究所へ

転出後、平成 15 年 4 月に手塚哲央が教授に昇格し、

その研究分野を引継ぎ、エネルギー政策策定の枠組

み検討、エネルギーシステム学の確立に向け研究教

育を進めている。

　エネルギーエコシステム学分野（農学部林産工学

専攻から移行、坂志朗教授）では、化石資源に替わ

るクリーンで再生産可能な植物バイオマスの超臨界

流体技術によるバイオ燃料への変換研究として、超

臨界水によるリグノセルロースからのバイオエタノ

ール、有機酸、バイオ水素およびバイオメタンの創製、

種々の油脂類からの超臨界メタノールによるバイオ

ディーゼル燃料への変換、超臨界アルコールや熱分

解によるリグノセルロースからの液体バイオ燃料へ

の変換研究とそれらの熱分解機構などの課題に取り

組むとともに、環境浄化型 TiO2 複合木質炭素材料の

開発、炭素の長期的な固定を意図した木材のロング

ライフ化に関する研究教育を進めている。

　エネルギー情報学分野（原子エネルギー研究所か

ら移行、吉川榮和教授）は、技術と人間・社会の共

生と調和を目指す新たな情報環境の研究として、人

間情報行動計測、プロセスシミュレーション、知識

工学・ニューラルネット、仮想現実感・拡張現実感

技術など高度情報処理を適用したヒューマンインタ

フェース研究に取り組み、実時間認知行動推定器や

視覚系指標計測機能付きヘッドマウンテッドデイス

プレイの開発、人間機械系動特性シミュレーション

システム、プラント診断や保守作業訓練などの運転

保守支援技術、Web によるエネルギー教育支援やリ

スクコミュニケーション手法などの研究を進めた。

平成 18 年 3 月吉川榮和教授が定年退職し、下田宏助

教授がこれまでの研究分野を引き継いでいる。

　エネルギー環境学分野（原子エネルギー研究所か

ら移行、笠原三紀夫教授）は、エアロゾル生成や計

測に関わる基礎的研究として、霧や雨など液滴粒子

の固定化やマイクロビームを用いた個別粒子分析法

の開発を進め、東アジア地域のエアロゾル性状特性

の解明、大気汚染物質の排出・輸送・沈着過程に関

わる大気シミュレーションモデル、エアロゾルの地

球放射収支に及ぼす影響評価など、エアロゾルの大

気環境影響評価に関する研究に取り組んできた。さ

らに、持続可能な社会を目指した人間活動の環境評

価のために、産業連関表によるライフサイクルイン

ベントリデータベースの構築と応用に関する研究を

進めている。平成 17 年 3 月笠原三紀夫教授が定年退

職し、東野達助教授がこれまでの研究分野を引き継

いでいる。

　本専攻では協力講座として、エネルギー理工学研

究所からソフトエネルギー科学分野（平成 9 年 10 月

より牧野圭祐教授）、原子炉実験所からエネルギー政

策学（平成 14 年 3 月まで神田啓治教授、平成 14 年

4 月より中込良廣教授）およびエネルギー社会教育

分野（平成 11 年 3 月まで西原英晃教授、平成 17 年

4 月より釜江克宏教授）が当専攻の研究教育に参画

している。また、平成 10 年 4 月から 3 カ年間、寄附

講座としてエネルギー社会システム計画（関西電力）

講座（宮沢龍雄客員教授）が設置され、エネルギー

情報学分野を世話講座に｢経済・エネルギー・環境｣

のトリレンマの中での地域共生型エネルギー社会シ

ステムを構想する研究教育を行った。

(平成 17 年度専攻長 坂志朗 )
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Department of Fundamental Energy Science

エネルギー基礎科学専攻

　「２１世紀のエネルギー問題の克服」をテー

マに平成８年５月に発足したエネルギー科学研

究科・エネルギー基礎科学専攻は、環境との調

和を重視した２１世紀の新エネルギー生産の基

礎となる科学技術の創出を目標に、エネルギー

理工学研究所、原子炉実験所、人間総合学部、

国際融合創造センターとの協力関係を中心に、

エネルギー科学に関わる幅広い分野との密接な

連携のもと、５講座１４分野（６基幹分野、８

協力分野）を編成し、化学から物理学・核科学

まで、基礎科学に根ざした多様かつ先進的な研

究課題を推進してきました。

　エネルギー化学分野は、伊藤靖彦教授が担当

し、宇治放射実験室内の核燃料物質使用施設等

を利用して、原子力と関係の深い溶融塩化学や

フッ素化学を基盤とした研究を進めるとともに、

伊藤教授の退官後（平成１６年３月）萩原理加

助教授が教授に昇任（平成１７年４月）、イオ

ン液体を用いたエネルギーデバイスの開発研究

などを展開している。

　量子エネルギープロセス分野は、吉田起国教

授が担当し、超伝導体や半導体などの固体物性

に関わるエネルギー機能材料の研究を進めると

ともに、吉田教授退官後は（平成１６年３月）、

冨井洋一助教授を中心に高温イオン反応を利用

した「ものづくり」や様々な機能材料の研究を

展開してきた。冨井助教授は平成１８年２月に

教授として応用専攻に転出。

　エネルギー固体化学分野は、八尾健教授が担

当し、エネルギー及び環境のための機能性固体

材料の解析・設計研究や、資源の有効利用並び

に環境保護に優れたリチウムイオン二次電池や

燃料電池などの材料開発、生物の持つ環境に調

和した高度な機能を活用する生命適合材料の開

発などに取り組んでいる。

　核融合基礎学分野は、若谷誠宏教授が担当し、

高温の核融合プラズマや化学反応を伴う弱電離

プラズマの理論・シミュレーション研究を進め

てきた。若谷教授の逝去（平成１５年１月）に

伴い、後任に岸本泰明教授が着任（平成１６年

６月）、光量子プラズマを含めた幅広いプラズ

マの理論・シミュレーション研究に取り組んで

いる。

　電磁エネルギー学分野は、近藤克己教授が担

当し、超高温の磁場閉じ込め核融合プラズマの

複雑な様相を理論・数値解析により解析を進め

るとともに、エネルギー理工学研究所のヘリオ

トロン J 装置を中心に、高速イオンの測定や高

電離イオンからの発光スペクトル解析などをも

とに高温プラズマの閉じ込め特性の研究に取り

組んでいる。

　プラズマ物性物理学分野は、前川孝教授が担

当し、マイクロ波など高周波電力を用いたプラ

ズマ物理の探求を目指した研究を推進している。

特に、最近では球状トカマクをマイクロ波電力

のみで立ち上げることに成功し、コンパクトな

先進トカマク核融合炉の実現に向けての重要な

貢献を行った。

　エネルギー物質循環分野（協力分野）は、人

間総合学部の片桐晃教授が担当し、自然環境の

物質循環に則してエネルギー資源を合理的に利

用するため、エネルギー貯蔵用高温二次電池や

二酸化硫黄や窒素酸化物の電気化学挙動の解明

に取り組んできた。平成１７年３月に片桐教授

は退職。

　中性子基礎科学分野（協力講座）は、代谷誠

治教授が担当し、安全かつ高機能な核エネルギ

ー発生・利用システムの開発を目指して、臨界

集合体実験装置等を利用しつつ中性子を媒介と

する核変換エネルギー発生システムの学理と設

計手法の開発に取り組んできた。当分野では、

平成 12 年度より中性子媒介システムに加えて

原子炉実験概論を開講することとなった。

　極限熱輸送分野（協力講座）は、三島嘉一郎

教授が担当し、核分裂炉の安全性向上に関する

研究や加速器駆動未臨界炉の熱水力設計に関す

る基礎研究など、２１世紀のエネルギー源とし

て不可欠な、地球環境に調和した核エネルギー

利用システムの開発を目指した基礎研究に取り

組んでいる。

（平成 17 年度専攻長　岸本泰明）

注）協力講座である基礎プラズマ科学講座の核

融合エネルギー制御分野（水内亨教授担当）と

高温プラズマ物性分野（佐野史道教授担当）、

エネルギー物質科学講座の物質反応化学分野

（尾形幸生教授担当）、分子化学工学分野（吉川

暹教授担当）、エネルギー複合材料化学分野（森

井孝教授担当）は、エネルギー理工学研究所に

別途記載があります。
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エネルギー科学研究科の動き Department of Energy Conversion Science 

エネルギー変換科学専攻

　研究科設立後の10年間、当専攻では教員の変

遷はあったもののその他の大きな変遷はないの

で、この間に定まってきた専攻の教育・研究・

運営の現状について述べることにする。

入学試験

　研究科の設立当初から専任講座数の関係で修

士課程の定員が７分野に対して１７しかなく、

若干の合格者増だけが認められてきた期間が続

いた。その後、研究科全体で一定割合の募集定

員までを認めることになり、分野当たりで他専

攻と同様の入学定員を確保できるようになった。

各分野への学生の配属にあたっては、合格者数

に応じて基幹分野と協力分野のそれぞれに基礎

数の学生が確保できるように配慮してきた。そ

の際、できるだけ学生の希望に沿って研究室に

配属するような方式を採用している。応募者は

しだいに増加してきたが、学部生の研究室配属

数が募集定員に比べて大幅に少なく、常に一定

数以上の応募者数を確保して、修士課程の質を

向上させることが重要な課題となっている。

大学院教育と就職業務

　研究科全体が、設立時の理念から従来の専攻

での教育に重心をおくような方向に変化してい

くなかで、当専攻だけが現在でも他専攻開講科

目（C群科目）の２単位を必須としている。エ

ネルギー変換にかかわる学問分野が、専門とと

もにその社会との係わりや、安全性、環境に配

慮することが重要であることにも関連している。

そのほか、「エネルギー変換基礎通論」は、す

べての教員が１コマずつを担当するオムニバス

形式で、全体として当専攻の学問分野を網羅し

ており、毎年他専攻からの受講生も多く見られ

る。

　学生の就職に関しては、設立時から当専攻あ

るいは研究科の専門分野を企業に周知すること

に心がけ、ようやく現在のような求人数になっ

てきたところである。就職業務は、学生の志望

にもとづき推薦を行い、求人枠以上の志望者の

扱いは企業にゆだねる方式を採用している。こ

れは、学生本人の将来のためにも企業の視点に

よる評価の方が重要であるという考えからであ

る。

　博士課程の在籍者数は多いとはいえず、最近

ではその原因や改善策を検討している。特に、

修士課程での就職先が恵まれていることと、研

究分野が産業界での応用に直接かかわり、優秀

な学生でも企業の研究所に志望することが多い

ことにもよる。そのような中でも博士課程に進

学した学生のほとんどが、大学や公的研究機関

に就職していることが当専攻の特徴でもある。

今後、博士課程への進学率を増やし定員の充足

率を満たすためには、民間企業にも博士課程修

了学生への就職先を拡大することが重要である

と考えている。

研究活動と人事

　専攻における研究活動については他の報告に

ゆだねるとして、ここでは教員選考についての

概略を述べる。教室会議において、助教授、講

師を含めた教員選考委員会を選出して、教室会

議の構成員の投票によって候補者を選定するこ

とが明文化され、行われてきた。研究科の教員

選考規程が整備されて公募を基本とすることと

なり、当専攻ではそれに適合するように専攻の

教員選考内規を運用してきた。客員教員の人事

に関しては、選任教員ではカバーできない領域

の科目を開講するという趣旨で、担当分野の順

序を定めて客員教員の推薦を行ってきた。

専攻の運営など

　専攻の運営は、教授・助教授・講師からなる

専攻会議（基幹・協力分野）と教室会議（基幹

分野）による議論によって行ってきた。上述の

人事方式を含む専攻の運営については、旧機械

系における民主的な方式を採用し、研究科の規

定・内規とできるだけ整合性があるように運用

してきた。専攻内においては、専攻の利害だけ

でなく、研究科・大学などより広い視点も考慮

して議論を行うことが共通の認識になっている。

このような理念や専攻の運営方式、施設や設備

の整備に尽力されてきた先輩の先生方に、この

場を借りてお礼を申し上げるとともに、それら

を継続して行くことがわれわれの役目であると

考えている。

(平成１７年度専攻長　松本英治)
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エネルギー応用科学専攻

　エネルギー応用科学専攻は、従来のエネルギ

ー理工学の細分化された分野を"エネルギーの

応用"という面から再構成されて設立された。

扱う教育・研究分野は多岐にわたっており、

（ⅰ）エネルギーの応用と利用に関する熱科学

の基礎と応用、（ⅱ）エネルギーを有効に応用

するための、新プロセスと機器の開発とその基

礎原理の解析、（ⅲ）高品位エネルギーと先端

エネルギーの応用についての新技術の開発を目

指して、これらを支えるエネルギー材料の創

製・開発・プロセシング及びエネルギーの開発

に付随する諸現象の解明と探求、ならびに

（ⅳ）これらを支える基礎科学について教育・

研究することを目標とした。

　専攻は、基幹講座が３講座７分野、協力講座

（エネルギー理工学研究所所属）が１講座３分

野からなる。基幹講座の構成員変遷を以下に示

す。協力講座については、紙面の都合で現在の

構成員のみ記載する。括弧の記載の無い人は、

創設以来現職である。

　発足当初は、寄り合い所帯のカルチャーの違

いや利害の対立がともすると顔を出し、院入試

科目さえもなかなか決まらない有様であった。

１年以上経過して、このような初期の問題が収

まってきた頃、専攻として重要な決定を行った。

それは、教授選考内規の制定（引き続いて助教

授、助手の選考内規も制定）と、原則として各

分野に均等配分という専攻内の校費配分則を確

立したことである。応用専攻の人事は全てこの

内規に従って進めてきた。寄り合い所帯では、

人事や教育・研究費配分が、その時々の力関係

に影響され易いが、早い段階で、各教員が平等

な条件で頑張れるような決まりを作ったことは

以後の専攻の発展にとって有益であったと思う。

８年後、法人化になるのを機に、８年間の総括

を行い、「国立大学・京都大学　エネルギー科

学研究科　エネルギー応用科学専攻における教

育・研究活動の総括」（全202頁）を出版した。

教育については、一般的資料の他、入試関連の

統計、博士号授与者一覧等を、研究については、

教員全員の個人別業績を収録している。上述の

専攻内規で定めた研究業績の基準は、足きり用

最低基準であり、就任後のいつの時点でも最低

これを満たすよう専攻内で申し合わせを行って

いる。大部分の教員は、これを上回る業績を上

げていることが確認された。

　法人化後は、予算や教員の削減といった荒波

が押し寄せてきているが、応用専攻は、新しい

長期戦略を策定し、立ち向かっていくつもりで

ある。

(平成１７年度専攻長　塩津正博）

講　座 分　野 構　成　員

応用熱科学

エネルギー応用

プロセス学

資源エネル

ギー学

高品位エネル

ギー応用

エネルギー応用基礎学

プロセスエネルギー学

高温プロセス

材料プロセシング

資源エネルギーシステム学

資源エネルギープロセス学

宇宙資源エネルギー学

機能変換材料

エネルギー材料物理

高品位基盤エネルギー

野澤博教授、田中功助教授（H8～13）、前田佳均助教授(H13～)

塩津正博教授、白井康之助教授

小野勝敏教授(H8～12)、鈴木亮輔助教授、植田幸富助手

岩瀬正則教授、藤原弘康助教授、内田祐一助手(H10～12)、

長谷川将克助手(H12～)

西山孝教授(H8～14)、馬渕守教授(H15～)、楠田啓助教授

陳友晴助手(H9～)

八田夏夫教授(H8～11)、宅田裕彦（助教授H8～13, 教授H14～）

藤本仁（助手H8～1４, 助教授H15～）、濱孝之助手（H16～）

中広吉孝教授(H8)、石井隆次教授(H10～16)、福中康博助教授

日下英史助手

山嵜鉄夫教授、大垣英明助教授、紀井俊輝助手

香山晃教授、檜木達也講師、神保光一助手

宮崎健創教授、中嶋隆助教授、畑幸一助手、宮地悟代助手

(平成18年1月12日現在)
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エネルギー科学研究科の動き

付属先端エネルギー科学研究教育センター
　ここでは研究科付属先端エネルギー科学研究

教育センターの設立の経緯や現状についてご説

明させていただきます。

１．センター構想

　エネルギー科学研究科は、設立当初から「先

端エネルギー教育研究センター」という名称で

研究科付属施設を概算要求してきました。研究

科共通の教育や研究活動を担う施設が必要であ

ることは当時から認識されていました。

　センター構想が本格的に議論されたのは、国

立大学の法人化にあたって「中期目標、中期計

画」を各部局で作成することが要請されてから

です。それぞれの部局に、教育、研究、運営、財務、

社会への説明責任などの質を向上させるための

目標と計画が問われ、概算要求も中期計画の年

次計画の一環として位置づける必要がありまし

た。そこで「法人化対応委員会」が中心となり

議論を行い、いままでの民主的な体制を維持し

ながら研究科の諸活動の質を改善するために、

専攻を横断する研究科付属施設として先端エネ

ルギー科学研究教育センターが再登場してきた

わけです。その考え方は、法人化にあたって予算、

人員、面積が増えることが期待できないのに今

まで以上の結果を要求されるのですかそれらを

より柔軟で機動的、効率的に運用して、研究科

全体として最大限の効果をあげるしか方法がな

いというわけです。もちろん、現状の概算要求

や各種申請にあたっては、要求する施設、設備、

人員がいかに有効に活用されるかという受け皿

（集中的な管理や共同利用体制）が必要とされ

ることも重要な点です。

２．センター設立の経緯

　前節のような位置づけで、年次計画にセンタ

ーの人員、設備、施設などを概算要求にあげま

した。しかしながら、新しい概算要求が認めら

れることが困難な情勢もあり、中期目標に掲げ

た研究、教育などの活動の効率化のための体制

を、研究科ができる範囲で整備しようというこ

とになりました。総合校舎地下の面積を有効に

活用するために共同実験室としての利用形態を

明確にし（平成 16 年 9 月の教授会）、産学連携

活動をさらに活発にするために客員教員のポス

トを利用して産学連携講座を設置し（平成 16

年 12 月の教授会）、これらを含む研究科現有の

資財を利用してセンターを設立することになり

ました（平成 17 年 1 月の教授会）。その後正式

な活動の準備のためのワーキンググループが結

成され、内規および初代のセンター長が 4 月の

教授会で承認されたわけです。

３．センターの概要

　センターの組織は 4 部門からなり、その活動

は以下のとおりです。 (1) 共同利用部門（実験

設備の共同利用、集中管理）、 (2) プロジェクト

研究推進部門（プロジェクト研究の推進、競争

的資金や外部資金の受入拡充、各種プロジェク

ト研究に若手研究者を配置）、 (3) 産官学連携部

門（産官学連携の共同研究、民間からの受託研

究の推進、研究成果の民間や国・自治体への還

元）、(4) 広報部門（センターの広報、プロジェ

クト研究などの研究成果の公開）。

　センターの運営は，各専攻から選出された担

当者からなる部門（実行委員会）が活動計画を

作成し、専攻長会議の構成員や部門の代表者か

らなる運営委員会が全体の計画を審議了承し、

各部門が中心となりその実行にあたります。セ

ンターの経理は支援事務室が行い、センター所

属の施設や設備の管理については、施設の管理

委員会がその任にあたります。また、必要に応

じて他部局教員や学外の有識者からなる外部諮

問委員を置くことができることになっています。

　センターは今から本格的な活動を始めようと

している段階ですが、プロジェクト申請、大形

設備や共通施設の効率的管理、産官学連携活動

など、研究科の教育、研究のアクティビティー

の向上、社会的な貢献に寄与することを目指し

ています。現在は、魅力ある大学院イニシアテ

ィブ事業に関連して、研究支援員を配備してソ

フトエウェアと計算機室の整備、共通施設や共

同利用実験設備の管理を行っているところです。

(平成１７年度センター長　松本英治 )

　

▲実習室
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人事異動

◆協力講座・寄附講座は除く
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エネルギー科学研究科の動き

◆外部資金獲得件数の推移

修
士
課
程
修
了
者
数

平成9年度 10 11 12 13 14 15 16 平成8年度 10 11 12 13 14 15 169

平成9年度 10 11 12 13 14 15 16 平成8年度 10 11 12 13 14 15 169 17
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◆修士課程修了者数の推移 ◆留学生数の推移

◆博士学位授与者数の推移

課程

論文

研究生

聴講生

博士後期課程

修士課程

※研究代表者のみ
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データ集

◆修士課程修了者の就職先の推移
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◆エネルギー生成研究部門

◆エネルギー機能変換研究部門

◆エネルギー利用過程研究部門

◆附属エネルギー複合機構研究センター

◆人事異動

◆データ集

エネルギー理工学研究所の動き

十年のあゆみ
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エネルギー理工学研究所の動き Advanced Energy Generation Division

エネルギー生成研究部門
　平成 8年（1996 年）5月の研究所改組により、

エネルギー生成研究部門は「社会的受容性の高

い高品位エネルギーの生成についての研究」を

担う部門として発足し、量子放射エネルギー、

原子エネルギー、粒子エネルギー（吉川　潔

教授）、プラズマエネルギー（大引　得弘教授）

の４研究分野に加え、外国人客員分野として、

先進エネルギー評価分野を擁している。この内、

研究所発足当時欠員であった 2分野（原子エネ

ルギー、量子放射エネルギー研究分野）に平成

10 年度までに 2教授（井上　信幸教授、山嵜

鉄夫教授）を迎えた。これらの分野は改組前の

原子エネルギー研究所には存在しなかった新規

研究分野であったが、関係者の努力により装置

の整備が進行しており、研究分野間ならびに部

門間の共同研究に加え、分野固有の研究も精力

的に進められている。さらに、原子エネルギー

およびプラズマエネルギー研究分野では、担当

教授の定年退官に伴い、平成 15 年度に新任教

授（小西　哲之、水内　亨教授）を迎え、新体

制の下、一層の研究展開を図っているところで

ある。外国人客員分野には、研究所教員の合議

によって選抜された、世界的にも優秀な研究者

を招聘し、活発な共同研究を行ってきている。

　本研究部門では、21 世紀に発展が期待される

概念に基づいた量子エネルギー生成、未来エネ

ルギー源としての核融合エネルギーシステムの

設計と評価、エネルギーの有効利用のためのプ

ラズマ制御の高度化研究の他、核融合の利用・

応用研究して、ブランケット、水素製造に関す

る研究、プラズマ閉じ込め装置の大電流電子源

としての応用研究や小型核融合中性子源開発研

究など、産業応用を目指した研究も行っている。

本研究部門の主たる研究対象である量子、粒子、

プラズマなどを媒体とするエネルギーの高品位

化は、学術的にも、またそれらエネルギーの社

会的受容性を高めるうえでも緊急の課題であり、

そのために「新しい高品位エネルギーの生成原

理及び生成技術に関する研究」により、他の 2

研究部門、すなわちエネルギー機能変換、エネ

ルギー利用過程両研究部門との密接な連携はも

とより、他分野・他部局ならびに学外研究機関

との共同研究を鋭意進めている。

　このほか、平成 14 年度（2002 年）に 21 世紀

COE プログラム「環境調和型エネルギーの研究

教育拠点形成」が採択されたことに伴い、本研

究部門教員は、研究所他研究部門ならびにエネ

ルギー科学研究科関連分野の教員と伴に、太陽

エネルギー、環境調和型トータルエネルギー評

価など、関連のタスクに参画、次世代太陽電池

の開発や人工太陽開発に関する基礎研究など、

エネルギー生成に関わる研究ならびに教育も推

進している。

　研究設備面で見ても、この 10 年間に、非常

に大きく進展してきている。高温プラズマ閉じ

込め研究では、京都大学独自の発想に基づくヘ

リカルヘリオトロン磁場配位を持つヘリオトロ

ン E 装置による実験研究を終了（平成 9 年度）

し、磁場閉じ込め配位の更なる改良に向け、新

たに提案された世界的にもユニークな先進的

閉じ込め磁場配位であるヘリカル軸ヘリオトロ

ン磁場配位によるヘリオトロン J 装置（附属セ

ンター基幹装置、高度エネルギー機能変換実験

装置プラズマ実験装置部）を設計・建設（平成

12 年度プラズマ実験開始）、ヘリカル軸ヘリオ

トロンの最適化とそこにおけるプラズマ制御の

高度化へ向けた研究を進め、着々と成果を出し

てきている。一方、平成 16 年には、北 2 号棟

の大規模改修が行われ、新たに「量子光・加速

粒子総合工学研究棟」となったが、その一部に

は、Sバンド線形加速器による赤外自由電子レー

ザー（KU-FEL）施設を移設、4.5 空胴熱陰極高

周波電子銃、3m 加速管、ビーム輸送系の設置を

終え、調整運転を開始し自由電子レーザー発振

を目指している。さらに、平成17年度新築のなっ

た宇治キャンパス総合研究実験棟のオープンラ

ボ部分に研究スペースを借り受け、地雷探知か

ら医療用まで多様な応用が期待される超小型静

電慣性核融合中性子・陽子源開発研究の一層の

展開を図り、地雷探査の実証へ向けた研究を急

ピッチで進めている。また、同年より南 1 号棟

にスペースを用意し、先進ブランケットに関す

る実験研究も本格的にスタートした。

(平成 17 年度部門長　水内亨 )
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Advanced Energy Conversion Division

エネルギー機能変換研究部門
　平成 8 年 (1996)5 月の研究所改組により、エ

ネルギー機能変換過程研究部門は「エネルギー

の機能的利用にとって必要な、エネルギー機能

変換の高効率化、高度化について研究する。そ

のために、エネルギーと物質との相互利用の原

理・機構の解明、新しいエネルギー変換原理の

解析、エネルギー機能材料の創製とその応用な

どの研究を行う。」との研究内容を担う部門と

して発足し、5 つの研究分野；複合機能変換過

程研究分野 ( 旧原子エネルギー研究所原子炉構

造研究部門から移行、香山　晃教授 )、エネル

ギー輸送研究分野 ( 新設、教授空席 )、エネル

ギー貯蔵研究分野 ( 同上原子炉事故解析研究部

門から移行、教授空席 )、複合系プラズマ研究

分野 ( ヘリオトロン核融合研究センター超高温

プラズマ加熱研究部門から移行、佐野　史道教

授 )、クリーンエネルギー変換研究分野 (新設、

客員分野、教授は毎年交代 )から構成された。

　複合機能変換過程研究分野は、エネルギー機

能変換に関わる複合過程をエネルギー材料の

観点より取り扱い、特に高エネルギー粒子と材

料との相互作用や超過酷環境下での材料挙動の

理解に基づく材料開発において大きな成果を上

げてきた。この間、最新鋭。最高性能の複合粒

子照射解析装置 (DuET 施設 ) の建設やマルチス

ケール材料試験・評価施設 (MUSTER) の整備に

おいて中心的な役割を果たしつつ、MEXT の戦

略的基礎研究プログラムや革新的原子力システ

ム研究開発プログラムを通して低環境負荷エネ

ルギー材料の開発や次世代原子炉材料の開発を

進めている。

　エネルギー輸送研究分野では平成 9 年

(1997)3 月に宮崎健創 ( 電総研 ) が教授として

着任し、高機能・高品質な光エネルギーの発生・

制御、及びその利用による新しい科学技術基盤

の開発を目的として、先端レーザーの開発とそ

れを利用した物質制御に関する研究を進めてき

た。基幹装置として Ti:sapphire レーザーを

ベースとする高強度フェムト秒レーザーシステ

ムを開発し、レーザー誘起配向分子による高次

高調波発生過程制御、伝搬レーザーパルスによ

る表面ナノ構造生成制御など、レーザーと原子・

分子、及び固体表面との非摂動論的非線形相互

作用、並びに極限時間・空間域での物質制御・

機能発現に関する先導的研究を進めている。

　エネルギー貯蔵研究分野は平成 9 年 (1997)5

月に木村晃彦 ( 東北大学 ) が教授として赴任

し、エネルギーの変換貯蔵に関わる構造材料の

開発研究が進められ、特に「革新的」な原子力

材料の開発の観点より種々の鉄鋼材料の高エネ

ルギー粒子線やプラズマ環境における強度特性

の評価と材料寿命予測性の向上に努めてきた。

この間、低放射化フェライト鋼の開発や「酸

化物分散強化鋼」の開発において成果を挙げ、

METI の実用原子炉開発研究事業や平成 17 年度

からの MEXT の原子力システム研究開発事業で

の「スーパー ODS 鋼」の研究開発を進めている。

　複合系プラズマ研究分野では、附属エネルギー

複合機構研究センターと共同で、高性能核融合

炉の実現を目指すエネルギー基礎研究の一環と

して、先進プラズマ閉じ込め装置 Heliotron J

を設計・建設し、世界的にもユニークで、かつ

新しいパラメータ領域のプラズマ閉じ込め特性

の理解に資するため、ヘリカル軸ヘリオトロン

配位の最適化に向けた実験的・理論的研究を推

進してきた。この間国際エネルギー機関 (IEA)

による国際ステラレータ実施協定の下で、様々

な国際共同研究を実施するとともに、国際ステ

ラレータ比例則共同研究等において重要な国際

貢献を果たしてきた。

　本部門は改組当時、プラズマや光等の高

度エネルギー状態からの機能変換の基礎か

ら応用への体系化を進めるとの目標を掲げ、

Heliotron-J、DuET、MUSTER、超短パルス高強

度レーザー装置等の建設・整備に努めてきた。

初期においては阪大接合科学研究所との大学

間共同研究の中核として低環境負荷型エネル

ギー材料システムの構築を進め、平行して核融

合分野の日米協力計画や IEA での低放射化材料

研究実施協定、国際ステラレータ実施協定の推

進を牽引してきた。また、核融合分野や次世代

原子力開発分野、先端レーザー科学分野におけ

る IAEA、や日米・日韓・日中・日欧協力等にお

いても全日本的な活動の中心的な役割を担って

きている。核融合研究においては核融合ネット

ワークや核融合フォーラム活動の中核を担い、

平成１６年度から核融合科学研究所を中心に開

始された「双方向型共同研究」などを通じてプ

ラズマエネルギー利用の高度化を目標とする新

たな学術研究領域（プラズマエネルギー複合研

究領域）の開拓を進めている。

(平成 17 年度部門長　香山晃 )
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エネルギー利用過程研究部門
　平成 8 年（1996）5 月の研究所改組により、

エネルギー利用過程研究部門は「エネルギーの

高度利用を実現するための研究を行う。そのた

めに物質生産システムにおける複合過程の解明、

精密、高性能なエネルギーの利用に関わる物質

科学的な研究ならびに高効率化学生産システム

の構築に関する研究などを行う。」との研究内

容を担う部門として発足し、4 つの研究分野か

ら構成された。複合化学過程研究分野（旧原子

エネルギー研究所原子燃料研究部門から移行、

尾形幸生教授）、分子集合体設計研究分野（同

上原子核化学工学部門から移行、原田　誠教授）、

機能性先進材料研究分野（同上放射線応用工学

研究部門から移行、教授空席）、生体エネルギ

ー研究分野（新設、教授空席）。

　複合化学過程分野は、半導体表面の電気化学

的表面改質による機能化、およびレーザーアブ

レーションや界面現象のレーザー解析などのレ

ーザー界面化学の研究を進めてきた。分子集合

体設計分野では、両親媒性分子集合体を用いる

ナノ材料創成や分離プロセスの応用や、流体系

や流体界面構造物性の計算化学手法による解明

に取り組んできた。平成 11 年（1999）原田は

定年退官した。平成 12 年（2000）4 月後任教授

として吉川　暹（大工研）を迎え、コンビナト

リアル・ケミストリー手法によるバイオ・ナノ

材料開発や、ナノ構造体を用いた色素増感太陽

電池などの次世代太陽電池開発の取り組みが開

始され、現在に至っている。機能性先進材料分

野は平成 8年（1996）10 月に大久保捷敏（熊本

大学）が教授として赴任し、人工光合成システ

ムによる二酸化炭素のメタノールなどへのクリ

ーン燃料化の研究を進めた。平成 17 年（2005）

に大久保は定年退職し、同年 8 月に森井が教授

に昇任し、高効率物質変換を目指したテーラー

メイド酵素設計やペプチド素子の開発に取り組

んでいる。生体エネルギー分野に、平成 9 年

（1997）4 月に牧野圭祐（京工繊大）が教授に就

任した。化学・生化学的機能改変による生化学

反応の効率化と環境因子と生体との相互作用を

中心に、一酸化窒素と遺伝子との相互作用、ペ

プチド触媒の開発、さらには酵母酵素の改変に

よるバイオマスからの高エネルギー物質生産や

新規な DNA チップの開発に取り組んでいる。平

成 13 年（2001）4 月より牧野は新設の国際融合

センターに転出したが、転出後も併任または担

当として本分野を率いている。さらに、平成 14

年 4 月には牧野の転出に伴い、足立基齊が教授

に昇任し、分子集合体設計分野に異動した。平

成 15 年（2003）には足立は独立して、新たな

分野であるナノ工学分野を立ち上げた。界面活

性剤を用いてナノ材料を創製し、その機能や構

造を詳細解明すると共に、色素増感太陽電池へ

の応用研究を進めた。足立の定年退職に伴い、

当分野は平成 17 年（2005）3 月に幕を閉じた。

　本部門は改組当時、高度な生物機能を模倣し

て人工的な高効率物質・エネルギー生産システ

ムを構築するという目標を掲げた。その後、新

たに迎えた教員群の補強により、生物模倣に加

えて生物そのものを積極的に利用しようという

方向が育ってきた。平成 10 年（1998）には文

部省特別設備として「触媒材料創製・機能解析

システム」が導入され、基盤整備に貢献した。

平成14年度（2002）に 21世紀 COEプログラム「環

境調和型エネルギーの研究教育拠点形成」が採

択され、本部門教員は太陽エネルギーおよびバ

イオエネルギータスクに加わり、有機太陽電池

を含む新世代太陽電池の開発やバイオプロセス

による燃料生産などのエネルギー研究を推進し

ている。吉川はプログラム発足時点より、太陽

エネルギーのタスクリーダーを務め、さらに、

平成17年度（2005）より拠点リーダーに選出され、

本プログラムの推進に貢献している。これらの

活動の結果、材料関係におけるナノ材料研究の

進展とバイオ関連研究の進展に伴い、「エネル

ギー指向型先進的ナノバイオ機能材料およびプ

ロセス」が本部門の共通目標として浮かび上り、

分野間の連携を深めようという気運が盛り上が

ってきている。

(平成17年度部門長　尾形幸生)
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附属エネルギー複合機構研究センター
　エネルギー複合機構研究センター（以後セン

ターと略称）は、平成 8 年 5 月の新研究所発足

により、研究所全体での横断的な研究の中核的

な施設となるべく設置され、固有研究分野とは

一線を画し、よりプロジェクト的な性格の研究

が機動的に実施できるよう、既存の設備を整備・

充実・発展させ、技術職員を統括する教員を配し、

固有研究分野の教員が随時プロジェクトに参画

できる体制を組織した。初代センター長は大引

得弘教授が併任し、助教授１名、助手 3 名、技

術職員 11 名で発足した。平成 14 年度には吉川

潔教授（所長）が、平成 15 年度からは佐野史

道教授がそれぞれセンター長を併任し、助教授

１名、助手 1 名、技術職員 9 名で現在に到って

いる。センターは、研究所が設定する研究プロ

ジェクトの実施に必要な設備・機器の充実・運

用及び研究所部門間、学内外の共同研究の推進

を主要な任務とし、またセンター主催の談話会、

シンポジウム、共同研究報告会なども開催し、

研究者間交流を図っている。

　センターでは（１）高度エネルギー機能変換

実験装置［Heliotron J および DuET］（平成 8

－11 年度）（２）触媒材料創製・機能解析シス

テム（平成 11 年度）（３）マルチスケール材料

評価研究基盤群［MUSTER］（平成12－15年度）（４）

自由電子レーザー装置［KU-FEL］（平成 15 年度）

（５）極短パルス高強度レーザー装置（平成９

－１４年度）（６）超小型静電慣性核融合装置（平

成 8 度から）などの中・大型基幹装置類が導入

整備され、平成 16 年度研究所外部評価では、

プラズマエネルギー、バイオエネルギー、光エ

ネルギーの３つの重点研究領域で世界的に優れ

た研究成果を出してきたとの評価を受けた。ま

た、これらの研究設備を有効かつ効率的に活用

して当該研究を円滑に遂行するための建て屋整

備も進め、平成 16 年 12 月には、研究所北２号

棟の全面的な大改装を行い、上述の DuET、

MUSTER、ならびに放射線シールドを必要とする

KU-FEL をも格納する「量子光・加速粒子総合工

学研究棟」を整備完成させた。さらに、現在北

１号棟並びに南１号棟についても年度計画をた

て、整備・改修を開始している。これらの装置

群により、多数の研究成果を出してきた。

　センター共同研究については、発足時の主な

大型装置であった「ヘリオトロン E」（平成 9 年

度まで）を活用する共同研究を含めて、複数の

課題（複合プラズマによるエネルギーシステム

の研究、未利用エネルギーの高度利用、非平衡・

非線形・複雑系の挙動解明と方法論等）を重点

プロジェクトとして定めたが、基幹設備の整備

とともに平成 12 年度に見直しを行い、さらに

平成 16 年度には第１期中期期間年次計画の策

定に伴い重点複合領域研究（A1：プラズマエネ

ルギー複合領域研究、A2：バイオエネルギー複

合領域研究、A3：光エネルギー複合領域研究の

３カテゴリー）として整理され、共同研究公募

（基盤、奨励、企画調査）が行われている。毎

年約 50 件の公募申請があり、基盤共同研究以

外はほぼ全ての申請が採択されている。所外申

請は約 30% であり、この制度を利用した共同研

究が広く学内外にわたって実施され、研究者交

流に役立っている。

　以上の経緯からセンター発足時の目的は概ね

達成されたと言えるが、発足当時の情勢に比べ、

現在のエネルギー資源、温暖化などの問題はま

すます顕在化しており、喫緊の解決すべき問題

となっている。そこで平成１８年度より、セン

ター研究を「プラズマエネルギーに関する学理・

技術の新領域開拓」及び「エネルギー指向型先

進的ナノバイオ機能材料創出」をミッションと

する２研究領域に集中、特化させ、これまでに

当附属センターが培ってきた研究基盤施設を最

大限に活用し、生存基盤科学の発展に寄与する

とともに、国内外の他研究機関との連携融合研

究を一層強化するための研究体制へと改組・再

編することとなった。新センターは、国際流動・

開発連携研究推進部、先進プラズマエネルギー

複合領域研究推進部およびエネルギーナノサイ

エンス研究推進部より構成され、核融合科学研

究所との双方向型共同研究によるプラズマエネ

ルギー研究を推進するとともに、２１世紀 COE

プログラム「環境調和型エネルギーの研究教育

拠点形成」での設備整備をベースに、先端的・

先導的共同研究等を通して先進エネルギー領域

における指導的人材を育成し、また国内外の研

究機関との連携を深め、地球規模のエネルギー・

環境問題に対応できるエネルギー理工学研究ネ

ットワークの拠点形成を推進する計画である。

(平成17年度センター長　佐野史道)
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◆2005年11月1日現在

研究分野   平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 備考 

教授    山嵜鉄夫（H10.1.1)          

助教授 千葉明朗（H7.4.1）   ※  大垣英明（H13.5.1）    ※福井大学工学部物理工学科教授（H12.4.1） 

量子放射

エネルギ

ー 助手 山本正雄  ※  紀井俊輝（H11.4.1）      ※退職（H10.6.30) 

                        

教授  井上信幸（H8.10.1）   ☆     小西哲之（H15.7.1）   ☆定年退職、日本原子力研究所特別研究員 

助教授    山本 靖（H9.6.16）          
原子エネ

ルギー 
 助手 神保光一（S58.4.1)  ※ 竹内右人       ※複合機能変換過程研究分野へ配置換 

                         

教授 吉川 潔（H4.4.16）           

助教授 大西正視  ※1   長崎百伸（Ｈ13.1.1)   ※2 増田 開（H16.6.1） 
※1関西大学工学部教授（H11.3.31）、 

※2プラズマエネルギー研究分野へ配置換 
粒子エネ

ルギー 

助手 
山本 靖

（S57.4.1) ※ 
 増田 開（H10.4.1）            ※原子エネルギー研究分野助教授 

                       

教授 大引得弘（S57.3.1）     ☆  水内 亨（H15.10.16） ☆定年退職 

助教授 水内 亨（H5.12.1）          長崎百伸    

プラズマ

エネルギ

ー 助手 長崎百伸（H3.4.1）      ※   小林進二（H14.4.1）    ※粒子エネルギー研究分野助教授 

               

教授 香山 晃（H7.4.1）           

助教授  加藤雄大（H8.11.1）     ※    ※ORNL（H15.8.15） 

講師         檜木達也（H15.11.1）   

複合機能

変換過程 

助手 竹内右人（S60.4.1）  ※ 神保光一             ※原子エネルギー研究分野へ配置換 

                       

教授  宮崎健創（H9.3.16）          

助教授   中嶋 隆（H10.4.1）         

畑 幸一（S55.4.1）           

エネルギ

ー輸送 
助手 

                宮地悟代（H16.4.1）   

                         

教授  木村晃彦（H9.5.1）          

助教授 内藤静雄 ※  森下和功（H11.3.1）      ※岐阜聖徳学園大学経済情報学部教授（H10.3.1） 
エネルギ

ー貯蔵 
助手 山本雅博  ※    笠田竜太（H13.4.1）    ※京都大学大学院工学研究科助教授（H11.2.1） 

                        

教授 佐野史道（H5.9.1）           

助教授 花谷 清（H5.12.1）           
複合系プ

ラズマ 
助手 岡田浩之（S59.3.1）        ※  ※附属エネルギー複合研究センター助教授 

                        

教授 尾形幸生（H7.4.1）           

助教授     作花哲夫（H10.4.1）         
複合化学

過程 
助手 作花哲夫（S61.11.1）      Didier F.Hamm（H12.9.1）  ※    ※日産（H16.8.31） 

                         

原田 誠（S57.12.1） ☆   吉川 暹（H12.4.1）     ☆定年退職 
教授 

            足立基齊 （H14.4.1)※    ※ナノ工学研究分野へ配置換 

助教授 木下正弘（H1.6.1）           分子集合

体設計 

助手 塩井章久  ※1     
坂本清志 

（13.4.1）   ※2 
 鈴木義和（H15.5.1）  

※1山形大学工学部物質化学工学科助教授

（H11.4.1）、 

※2東京大学生産技術研究所助手（H14.10.1） 

                         

教授  
大久保捷敏

（H8.10.1） 
      ☆  

森井 孝

（H17.8.1）
☆定年退職 

助教授   小瀧 努（H9.4.1）   ※         ※生体エネルギー研究分野へ配置換 

講師              森井 孝（H14.12.1）     

機能性先

進材料 

助手 水谷保男（S42.4.1）  ☆ 佐川 尚（H12.4.1）     ☆定年退職 

                         

教授   牧野圭祐（H9.4.1）   ※     ※IIC併任（H13.4.1） 

助教授             小瀧 努         

講師 足立基齊（H7.4.1）    ※         ※分子集合体設計研究分野教授 

原田敏夫（S41.4.1）  ☆             ☆定年退職 

生体エネ

ルギー 

助手 
     森井 孝（H10.10.16）    ※        ※機能性先進材料研究分野講師 

                        

ナノ工学 教授               足立基齊 ☆   ☆定年退職 

                         

助教授 大槻 徴（H8.4.1）             ☆  
岡田浩之

（H17.8.1)
☆定年退職 

附属エネ

ルギー複

合研究 セ

ンター 
助手 督 壽之（H8.4.1）               ☆ ☆定年退職予定 
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データ集

◆教職員数の推移
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エネルギー理工学研究所の動き データ集

◆研究所予算の推移

◆外部資金獲得件数の推移
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◆エネルギー科学研究科 歴代研究科長

◆エネルギー理工学研究所 歴代所長

１０周年に寄せて
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10周年に寄せて

新宮　秀夫 初代(H8.5.11-H10.5.10)研究科長

　エネルギー科学研究科が創立１０周年を

迎えたことは、創設当初を知る者の一人と

して誠に喜ばしく感慨深いものがある。

　アリストテレスは " 始まりは実に全体の

半ば以上である " と書いているがカントは "

まだ何かする事が残っている限り、何もし

てないのと同じと見なされる " と述べてい

る。いづれにも理があり、至言のように思う。

　エネ科は世界で始めてのエネルギー科学

の大学院としてスタートした。何事につけ

世界で最初に始めるのは並大抵の事ではな

い。昨今言われている、安全と安心、を求

めていては始めての事業は出来ないのであ

る。伝統ある諸教室から新しい研究科に参

画された先生方のイニシアティブには改め

て心から敬意を表したい。

　一方、今の世界のエネルギー問題への取

り組みかた、エネルギー問題の現状をみれ

ば、エネ科がこれから果たすべき役割は、

することが残っているどころか、問題山積

でありしかもそれらの問題を解決しなけれ

ば、人類の存続そのものが危機に瀕するこ

とが必至である。カント流に、何もしてい

ないではないか、と言われても誰も反論で

きない。

　京都大学への世間の期待は、原理原則、

根本問題への取り組みである。現代の流れ

が今役に立つこと一辺倒であっても、泰然

自若として本当に人類の幸福に資するエネ

ルギー研究を、二の矢を頼まずこの一矢に

全てを懸ける意気込みで遂行して頂きたい

と、エネ科の皆様に願うものである。

参照：

 徒然草　九十二段

 アリストテレス、二コマコス倫理学　

1098ｂ

 カント、純粋理性批判　第二版序文　

XXIV

諸矢をたばさまず的に向かおう！
もろ
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伊藤　靖彦 第二代(H10.5.11-H14.5.10)研究科長

　本研究科は、環境に調和したエネルギー

システムの実現に資するための教育・研究

組織として平成８年度に発足したが、以来

はや１０年、その月日の流れの速さに今更

ながら驚いている次第である。エネルギー

科学研究科に身を置いたお蔭で、環境・エ

ネルギー問題の現状を広い視野で展望し、

未来に向かっての潮流を観じる姿勢が身に

付いたことには感謝している。この機会に、

結局は自らの長年に亘って親しんできた学

術基盤である「電気化学」と「溶融塩科学」

の２本柱に立脚した観望になってしまうの

であるが、最近の潮流について、二つの例

を紹介しておきたい。

　まず、国際的なレベルでは、より安全で

信頼性の高い第４世代原子炉を目指した研

究開発、いわゆる Generation IV が、世界

の主要十カ国の参加のもとに進められてい

るが、その中で随所に「電気化学」と「溶

融塩」に重要な役割が期待されている。一

方国内では、持続可能な環境と新エネルギ

ーシステムの構築モデルとして、近年すす

みつつある琵琶湖深層水の低酸素化現象を

抑制・修復するために、太陽電池発電を利

用して琵琶湖の深層水を電気分解し、陽極

で生成する酸素を溶解・拡散させるという

計画がある。また、その際に陰極で発生す

る水素を水素エネルギーシステムの一部に

利用するという、一石二鳥の構想もある。

　ローカルな話題で締めくくることになっ

たが、筆者は幼時より滋賀県で育ったこと

もあって、琵琶湖には特別の思い入れがあ

る。また、琵琶湖を中心とした環境・エネ

ルギー問題は、日本の、そして世界の環境・

エネルギー問題のモデルになりうるとも考

えている。

エネルギー・環境分野における二つの動き
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10周年に寄せて

笠原　三紀夫 第三代(H14.5.11-H17.3.31)研究科長

　エネルギー科学研究科創設 9 年目の昨年

3 月に定年退職いたしました。京都大学在

職 34 年間の最後の 9 年間をエネルギー科

学研究科において，まさしく変革の嵐の中

で送ったような気がします。新研究科にお

いては，研究科の創設に伴う新研究・教育

体制の確立をはじめ，未来開拓研究「エネ

ルギー利用の高効率化と環境負荷低減化」，

特定領域研究「微粒子の環境影響」，21 世

紀 COE プログラム「環境調和型エネルギー」

などプロジェクト研究の推進，また最後の

3 年間は国立大学の独立法人化対応など，

従来とは大きく異なる，しかしながらすば

らしい研究・教育環境の中で貴重な経験を

させていただきました。

　中でも私の忘れることのできない一つは，

創立時に入学してきた第一期生の眼の輝き

です。そのような眼の輝きは，おそらく教

職員側にもあったものと考えます。学生，

教職員両者が，未知ではあるがエネルギー

科学研究科の理念でもある文理融合型の

「環境を重視したエネルギー」分野を新た

に開拓・発展させるべき，まさしく希望に

燃えていたものと考えます。10 周年を迎え，

時代の流れに沿って新たな道を探る一方，

研究科創設の理念をいかに実現していくか，

再度確認することも必要かと思います。

　国立大学が国立大学法人となり 2 年が経

過しました。国からの研究・教育経費が削

減され，競争的資金の比重が増しています。

その結果，基礎的研究が敬遠され短期的に

成果が得られる研究への偏りが進み，長期

的視野からは科学技術の健全な発展に危惧

をいだかざるを得ません。私が「よい時期

に退職しましたね」，といわれるような国

立大学法人化とならないよう願う次第です。

変革の嵐の中の９年間
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吉川　榮和 第四代(H17.4.1-H18.3.31)研究科長

　10 年一昔、私は 10 余年前、旧原子エネ

ルギー研究所からのエネルギー科学研究科

設立準備委員会委員として本研究科創設に

取り組み、今度は国立大学が法人化されて

2年目の 1年間、第 4代科長を担当しました。

本学が、自由な学風を享受する国立大学か

ら、独立行政法人として質の高い教育、研究、

診療をサービスする会社型組織に徐々に変

貌していく過渡期でした。教員各位には本

来の教育研究の充実を阻害する業務増大を

強いる立場でしたが、先生方にはそれぞれ

の思いで私を批判しながらも大変協力頂い

たことに深く感謝しております。

　私が科長の任期中、本研究科創設以来懸

案である先端エネルギー科学研究教育セン

ターの内部措置による発足、10 年目の節目

にあたり協力講座体制の見直し、文部科学

省魅力ある大学院教育イニシアテイブ事業

｢学際的エネルギー科学研究者養成プログ

ラム｣の開始がありました。今後、次世代

の方々がエネルギーの取り組みから本学の

21 世紀の理念である地球社会との調和ある

共存に貢献するべく、近未来的取り組みで

は平成 18 年度で終了する 21 世紀 COE 事業

の発展的継続を策定し、長期的には、先端

エネルギー科学研究教育センターの更なる

充実、｢学際的エネルギー科学研究者養成プ

ログラム｣を軸に国際的エネルギー科学を

志向した教育研究体制の改革、協力講座と

の連携を中心とする学内他部局との連携、

産学連携の拡大によって、さらなる発展さ

れることを心から祈念しています。

１０周年に寄せて



十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所48

10周年に寄せて

東　邦夫 初代(H8.5.11-H10.3.31)研究所長

　彗星のように輝く尾を引きながら、天空に向

かって舞い上がる不死鳥を表紙に描いた冊子が

送られてくるのを、毎年、楽しみに待っている。

エネルギー理工学研究所（エネ研）の概要を記

した小冊子である。あの不死鳥は、同じ宇治市

内にある平等院の大屋根の左右に凛然と羽ばた

く鳳凰であり、それはまた、炎の中に自ら飛び

込んで、その灰の中から再び生まれ変って飛翔

する、という伝説の主人公でもある。

　エネ研の創設当時、この鳳凰を、好んで自分

たちの今に見立てて奮い立とうとしていた様に

思う。例えば、研究所の新しいロゴマークを募

集した時にも、炎を挟んで２羽の鳳凰が羽ばた

いている美しい図柄の応募作があった事などを

覚えている。それというのもエネ研は、「原子

エネルギー研究所の改組、及びヘリオトロン核

融合研究センターの廃止」を経て生まれたもの

である。廃止とされたヘリオトロン核融合研究

センターの人達には、釈然としない気持ちもあ

ったであろうし、存続して改組となった原子エ

ネルギー研究所もまた、学術審議会による附置

研究所の現状分析で、不名誉なＡ１にランク付

けされての改組であり、何くそっ！と云う思い

が強かったに違いない。生まれ変わって飛び立

つ新しい自分達の姿を、どうしても人々に見せ

ねばなるまいという思いが、多くの所員の間に

色濃く広がっていた。

　当時、工学研究科の一介の教授にすぎなかっ

た私を、エネ研の初代の所長として迎えていた

だき、私も、それに応えるべく、自分なりに全

力を尽くし、微力を尽くしはしたが、多くをや

り残し、なすべき事も充分には出来ないままに、

２年間の任期を、あっという間に終えてしまっ

たのであった。この間には、例えば、６件の教

授人事を行ったが、結果としては、誰一人として、

所内からの昇任人事はなく、すべて京大以外か

らの任用となった。このことは、気鋭の研究者

達を新たに得て、新しい分野を所内に根付かせ、

研究所の進むべき方向を意図的に作り出し、活

性化させるという所長の思惑にとっては極めて

効果的であったが、所内の若手研究者達にとっ

ては、極めて苦い思いを強いられた２年間であ

ったに違いない。

　今、改めてあの不死鳥の小冊子の最新号を手

に取って見てみると、活き活きとした研究者達、

育ってきている新しい研究分野、最新の設備群、

国際的にも広がっている組織など、私が所長を

していた発足当時とは、まるで見違えるような

素晴らしい研究所に生まれ変わっている事が確

認できる。これはまさに、エネ研誕生のレール

を敷いて下さった西川禕一副学長・兼原子エネ

ルギー研究所長（当時）に負うところであり、

また、私の所長のあと、所内から選任された井

上信幸・前所長や吉川潔・現所長を先頭に配して、

卓越した所員達が励んできた１０年間の成果で

あり、その努力と熱気の賜である。

　これからも、新たな次の１０年間の更なる発

展を楽しみにしながら、あの濃紺の小冊子が送

られてくるのを待つ事にしたいと思っている。

　

　改組１０周年、誠におめでとうございます。

　

思い出深い「エネ研」誕生の頃
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井上　信幸 第二代(H10.4.1-H12.3.31)研究所長

　私は平成 8 年 10 月１日から 13 年 3 月末まで、

4 年半にわたりエネルギー理工学研究所に勤務

し、皆昧には大変お世話になりました。ここに

厚く御礼申し上げます。

　昭和 38 年に本学理学研究科博士課程を中退

しましてより、名古屋大学プラズマ研究所、東

京大学工学部原子力工学科 ( 現工学系研究科シ

ステム量子工学専攻 ) を経て再び京都大学の本

研究所に舞い戻って参りましたが、それぞれが

特徴のある職場で、貴重な経験をつむことがで

きましたことは大変幸せでした｡できれば大学

だけでなく、民間企業などで勉強する機会があ

ればもっと面白かったのではないかと思います。

これからは大学も様変わりし、任期制も定着す

るでしょうから、気軽に動き回れる時代か来る

でしょう。うらやましいことだと思います。

　私がたどりました道は、初めがプラズマと核

融合に専門が限定された研究所、次が少し広く

原子力や放射線を扱う研究科、そして最後がエ

ネルギー理工学なる極めて広い領域をカバーす

る研究所でありましたから、エネルギー分野の

中ではありますが、移るたびに専門領域が広が

りました。いつも初めは戸惑ったものですが、

今考えますと新しい職場に順応できなければ家

族ともども路頭に迷いますので何とかしたもの

と見えます。途中から教育にも携わることにな

りましたのは、自分の勉強の役にも立ちました。

どのような科目であれ、教えるには自分なりに

知識を体系化する必要が生じますので、そのこ

とによって物事がわかったような気分になった

だけかも知れません。

　それにしましても、エネルギー理工学という

分野はあまりにも広すぎで、とうとうマスター

することができませんでした。研究所には燃料

電池や生物エネルギー、あるいはレーザーの専

門家が沢山おられますので、かねてから私の専

門のプラズマと組み合わせて何かできないもの

かと思案しておりましたが、ついに思い及ばず、

残念なことをしました。4 年半も在籍しながら

本当にもったいないことで、貴重な時間を浪費

してしまったようで悔やんでおります。今考え

ますと、古代ギリシャ哲学のアテネ学園ではあ

りませんが、ダイアログが足りなかったように

思います。つまり、私のように自分だけで問題

をこねくりまわしていたのではだめで、新天地

を拓くには他の人に頼んで一緒にブレーンスト

ーミングしてもらった方がよほど効果があった

にちがいありません。

　ご挨拶と称しながら、自分の反省ばかり書き

並べましたことをお許し下さい。在任中は、皆

様のやる気がふつふつと煮えたぎっているよう

な雰囲気を肌で感じておりましたので、必ずや

研究所から新しい何かが生まれてくることを確

信し、楽しみにしております。ご健闘を折ります。

追記：エネルギー理工学研究所第二代所長　故井上信幸先

生の停年御挨拶

　昨年末井上先生に１０周年記念冊子の原稿をお願いしま

したが、原稿のかわりに１月１８日のご逝去の報を頂きま

した。ご親族、ご関係者の皆様と同様、研究所関係者にと

りまして痛恨の極みであります。原稿の代わりに先生の人

となりがとても良く出ている、ご停年時（平成１３年３月

末）の御挨拶を掲載させていただきました。この文章から、

先生のお人柄などを偲んで頂ければ幸甚に存じます。

（吉川　潔）
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思い出寄稿

伊藤　京子

　平成 11 年 4 月、エネルギー科学研究科に入

学し、エネルギー社会・環境科学専攻エネルギ

ー情報学分野吉川榮和研究室に配属されました。

学部では、工学部電気電子工学科に所属し、4

回生の卒業研究のための研究室配属時に吉川研

を希望したのですが、大学院で吉川研は「エネ

ルギー科学研究科」に所属していると知り、「エ

ネルギー科学研究科」に進学しました。エネル

ギー社会・環境科学専攻は、大きく異なる分野

より構成されており、修士課程では、学部時代

にはあまり関わりのなかった、政治や経済、環

境の面から、「エネルギー」を軸として、エネ

ルギー経済学、エネルギー政策学、エネルギー

社会工学などの講義を受講しました。修士課程

修了時の公聴会でも、これまでに聞いたことの

ないような、エネルギー問題に関する政治的、

経済的、環境学的なアプローチの研究発表を聞

きました。吉川研の専門分野は、「ヒューマン

インタフェース」を中心としたものでしたが、

それだけに留まらず、多くの学問分野に触れる

機会をもつことができました。

　その後、平成 13 年 4 月に博士課程に進学し、

計 5 年間、エネルギー科学研究科にお世話にな

りました。最後の 2 年間は、「21 世紀 COE プロ

グラム 環境調和型エネルギーの研究教育拠点

形成」が始まり、アメリカ・シカゴでの国際エ

ネルギー科学スクールへの参加、英語プレゼン

テーション講座の受講、シンポジウムでの発表

などがあり、多様な機会をいただきました。

在学中、研究科内の異なる分野の人とのコミュ

ニケーションの中で、自分の研究の位置づけ、

伝わる発表方法の検討、異なる視点のあり方を

考えさせられました。

　第 80 番目の、課程修了者としての博士の学

位を頂き、私の名刺には、「博士（エネルギー

科学）」と書かれています。名刺をお渡しした

方から、「めずらしいですね。」とよく言われます。

「どんな研究科ですか？」とも尋ねられます。「エ

ネルギー科学を中心とした、とてもユニークな

研究科です。私が所属していた専攻は、とても

幅広い内容を扱っていて、私の専門のヒューマ

ンインタフェース以外に、政治や経済、環境な

どの分野の研究室がありました。」と答えてい

ます。

　現在、私は、大阪大学コミュニケーションデ

ザイン・センターという、2005 年 4 月に設立さ

れた、新しいセンターに所属しています。科学

技術、医療、福祉、アートなどの分野を専門と

する教員より構成されています。ここでの活動

に、エネルギー科学研究科在学時の経験がとて

も役立っています。異なる専門をもつ人とのコ

ミュニケーションを通じて、新たな成果を発信

していきたいと思っています。エネルギー科学

研究科の卒業生として力を尽くすとともに、今

後のエネルギー科学研究科の発展を心よりお祈

り申し上げます。

　

　この原稿の執筆依頼を受けて、私がエネルギ

ー科学研究科に配属となったのは、遠い昔の 10

年も前の話になることを思い出した。学部は京

都大学工業化学科であったので、通常に進学す

れば工学研究科化学系への道を歩むはずであっ

たが、４回生の大学院に進む時期になって、エ

ネルギー科学研究科が創設されることを耳にし

た。４回生で所属していたエネルギー固体化学

研究室（八尾教授）で行っていたセラミックス

の研究を継続したいと思っていた私にとって、

研究内容は継続して進めることができるという

こと、新しい大学組織の第１期生として入学す

る興味もあったことから、学部時代の仲間と離

れ、エネルギー科学研究科に進むことを決意し

た。

　当時は、エネルギー科学研究科だけでなく、

所属していたエネルギー固体化学研究室自体、

創設されたばかりの新しい研究室であったため、

先輩としては一年上の２名の先輩が在籍するだ

けであったし、実験環境も整っていたとはとて

も言えなかった。そのために、学生たちは研究

室の環境を整備したり、官公庁への提出資料を

作成したりと、研究以外の仕事もいろいろ分担

して行っていた。当時はエンジニアとして研究

に専念したいと思っていたものだが、社会人と

伊藤　俊之

平成11年度修士課程入学
平成13年度博士後期課程入学
(エネルギー社会・環境科学専攻)

平成8年度修士課程入学
(エネルギー基礎科学専攻)

現在：大阪大学　助手

現在：村田製作所
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なって８年が経過し、すでに中堅社員と化した

今思い起こせば、これらを通して研究活動をマ

ネージすることの一端を担えたことは貴重な経

験であったと思う。ただ既成の設備を使って研

究に明け暮れるよりは、手作りの装置を組み立

てたり分解したりして基本原理を知り、研究に

専念するためにバックグラウンドとして必要な

ことを体感できたことは、社会人になってから

非常に役立っている。先日、研究室にお伺いし

たときに、先生に研究室を案内して頂いたが、

実験環境が整っておりうらやましく思う一方で、

その基礎となった土台を作ったのは我々の代だ

と密かに誇りを抱いている。

　今でも変わっていないと思うが、エネルギー

科学研究科は、文系／理系を問わず、エネルギ

ー関連のさまざまな方面の学生が集まって組織

されていた。専攻の授業でもこれまで化学系の

学部生時代には学んだことのない分野の授業を

受講することができたので、エネルギー全般に

関する自分自身の視野を広げることができたと

思う。惜しむらくは、他のエネルギー科学研究

科生とは同じ専攻でありながら、交流･情報交

換することができなかったことである。私は他

の研究室でどのような研究を行っているのかほ

とんど知らなかったし、知ろうとしていなかっ

た。エネルギー科学研究科は、他学部のみならず、

他大学からも優秀な学生が集まっていると思う。

我々の代ではそのシナジーを生み出すことがで

きなかったが、その多彩なネットワーク・潜在

能力を活用してさらなる発展を遂げて欲しいと

願うばかりである。

　平成九年の春、私はエネルギー科学研究科の

第二期生として基礎科学専攻の修士過程へ入学

しました。当時、大学院に進むことで、それま

でぼんやりと憧れていた研究生活を少し体験で

きるという期待を持って迎えた春でした。

　新しい研究科であるということを頭の片隅に

知ってはいましたが、実際に研究科の特徴を初

めて感じたのは講義登録の際で、とにかく多い

と思えた必要講義数と、専門から少し離れた分

野のゼミや講義でした。そのころは、よく分か

らないまま、エネルギー政策学や経済学のゼミ

を受けることにしたように記憶しています。今

にして思えばその経験は有意義で、専門外の学

生に先生方は熱心にゼミを行ってくれて、将来

のエネルギー政策や社会の問題などについて多

くの学生が力を入れて発表や討論を行っていま

した。また、研究科の大きなテーマであるエネ

ルギー問題について、政策学・社会学などの一

線の先生方の個性的な考え方を直接に聞くこと

が出来たことは、現在、エネルギー分野に関係

する自分自身の研究について、純粋な学問的意

義とは別に、時には人間社会の立場から考える

貴重な観点を与えてくれているように思います。

　一方で、籍を置いた前川研究室では、小さな

プラズマ装置を製作し、プラズマ生成に関する

基礎実験を行いました。ひとつ実験装置を与え

られたことにやりがいを感じましたが、実験技

術などほとんど何も知らず、数多くの失敗をし

ながら二年間の大学院生活を送りました。修士

課程を終える頃、一年後輩の学生が研究室で新

しい装置を製作していました。後に研究室にお

いて新しい柱となる装置でした。その後、縁あ

って私は研究室に残ることになりましたが、現

在に至るまでの研究生活は、ずっとこの装置と

ともに歩みました。LATE と名のついた装置は、

球状トカマク型のプラズマ装置で、将来のトカ

マク型核融合発電装置においてきっと必要にな

る新しいプラズマ立上げ法の確立を目指すもの

でした。この場合の立上げとは、プラズマ中を

流れるプラズマ電流の立上げを意味しており、

私が LATE に関わり始めたとき、その目標値は

装置のスケールを考えて、6kA と設定されてい

ました。それから 6 年、今では 12kA のプラズ

マ電流を立ち上げる装置に成長しました。6 年

という時間は私のスケールから考えて長く、時

に本当に LATE だと感じましたが、長い時間を

かけて成長していく過程には、多くの人の努力

と時間が注ぎ込まれているものだと、身近な装

置を見ながら感じました。

　ほとんど何も知らないで入学した当時から、

約 10 年をエネルギー科学研究科にお世話にな

ってきました。職員の皆様や先生方、学生たち

の努力によって前進を続ける研究科の発展に負

けないように私自身も精進し、その発展に寄与

できればと改めて感じています。

打田　正樹
平成9年度修士課程入学
平成11年度博士後期課程入学
(エネルギー基礎科学専攻)

現在：エネルギー科学研究科・助手
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思い出寄稿

　平成 8 年、若葉かおる 5 月、できたばかりの

エネルギー科学研究科に社会人学生として入学

してから10年が過ぎた。当時は珍しかったのか、

年長の田岡さん、村上さん、私の 3 人が京都の

新聞に大きく取り上げられたのを覚えている。

この 4 月初め、私は、日本経団連の環境植林プ

ロジェクトに参加のため中国・重慶を訪れた。

企業は、地球規模での持続的社会を維持するた

め、単に利益だけを追求するのではなく、社会

的な責任を果たすことが求められているからで

ある。

　街なかを揚子江（長江）が流れる工業都市重

慶は、いま環境対策に懸命である。中心部から

車で 1 時間半も行くと長寿区に着く。そこはま

るで別世界で起伏のある山なみが続き、棚田を

つくり、日本の原風景を見るような光景が現れ

る。

　入学当初、「バイオマス」は専門家にとって

は当たり前でも、一般の人には馴染みのある言

葉ではなかった。地球温暖化抑制（温室効果ガ

ス排出削減）対策としての植林とバイオマスエ

ネルギーの活用など、話題にすらしなかった。

それが、いま脚光を浴びている。今昔の感に堪

えない。

　振り返れば、エネルギー科学研究科で、若い

研究学徒と机を並べ、エネルギー、環境、ヒュ

ーマン・インタフェースから幸福論まで学び研

究し、かつ遊んだことが次々と脳裏に浮かぶ。

そして、研究指導していただいた吉川榮和先生

をはじめ、新宮先生、神田先生など多数の先生

方が定年退官されたことを思い出せば、ときの

経つのは早いものと言わざるをえない。

　ところで、企業は 21 世紀を生き残るため、

差別化戦略の一環として“選択と集中”を通じ

て利益を確保し、それを原資として社会的に貢

献しなければならない。

この差別化戦略と社会的貢献の両方を同時に達

成する方法は、環境に配慮した研究開発を行い、

付加価値をつけて製品化し、サービス化するこ

とだろう。

　エネルギーと環境は「コインの裏と表」の関

係である。エネルギー科学研究科で学び研究し

たこと、それは自ずと社会貢献に変容していく

と確信している。

　エネルギー科学研究科が発足してからもう 10

年が経ってしまったことは驚きです。私は、エ

ネルギー科学研究科の第Ⅱ期生であり、エネル

ギー応用科学専攻で、修士、博士課程の 5 年間

お世話になりました。研究テーマは、超流動ヘ

リウムの熱伝達に関する研究であり、非常に恵

まれた環境で、研究に専念することができまし

た。超流動ヘリウムの実験では、準備に約 1ヶ

月要し、実験は１週間連続で行い、朝から夜中

まで体力の続く限り、実験データの収集を行い

ました。１回の実験で、1000 L の液体ヘリウム

と 500 L の液体窒素を消費する大学レベルでは

桁外れの非常に大規模な実験をやらせて頂きま

した。このような実験を通じて研究の進め方や

考え方など数多く学びました。また、数々の国

内・国際学会にも参加し、貴重な経験をさせて

頂きました。

　皆さんご存じのように、エネルギー科学研究

科は、多岐にわたる分野から構成されています。

そのため、講義内容も多種多様であり、日頃な

かなか触れることのできない分野について多く

学ぶことができました。現在、私は、日本原子

力研究開発機構において大強度陽子加速器施設

計画の一環として、核破砕中性子源の設計・製

作に携わっております。学生の時代は、1 つの

専門分野だけ勉強していれば良かったのですが、

社会に出ると、多種多様の専門知識が必要とな

り、様々な業務をこなさなくてはなりません。

大学院生時代は、自分の研究テーマ以外に他専

門の勉強をすることは、時間的に余裕がなく、

大変でしたが、振り返ってみると、エネルギー

科学研究科で勉強したことが、今になって非常

に役に立っております。エネルギー科学研究科

は、私の原点であります。これからも、さらな

る飛躍を期待しております。

達本　衡輝
平成9年度修士課程入学
平成11年度博士後期課程入学
（エネルギー応用科学専攻）

永里　善彦
平成8年度博士後期課程入学

（エネルギー社会・環境科学専攻）

現在：旭リサーチセンター社長

現在：日本原子力研究開発機構
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　エネルギー科学研究科、10 周年おめでとう御

座います。平成 8 年に博士後期課程に社会人ド

クターで入学し、１０年に修了するまで 2 年間

在学し、池上教授、塩路教授のご指導を頂きま

した。在職していましたトヨタ自動車で開発し

た希薄燃焼方式に関する研究をまとめ、さらに

発展させるためにエネルギー関係を総合的に学

べる本学を選びました。火花点火への流れと乱

れの影響を解析するためにそのモデル開発を先

生のご指導のもとに行いましたので、十数年ぶ

りに直接自分で計算プログラムを組み、計算機

端末の前に座り計算を実行することになりまし

た。久しぶりのため周りの人に聞きながらの作

業となりましたが、計算環境の進歩を実感でき

ました。先生にはまずモデルの全体構想をご相

談し、出来上がった構想の下に開発を進めてい

きましたが、月に 1 回自分のためだけに先生を

数時間占有してご指導を頂く貴重な機会をいた

だきました。先生のご指導は丁寧で、基礎的な

事項についてのご指摘を頂くと同時に勉強する

ための論文を紹介していただいたり、時にはそ

の分野の専門の先生を紹介していただき、広く

学び直すことが出来ました。

　会社に在籍しながらの大学での研究は大変で

したが、研究テーマが会社の仕事でも役立ち、

かつ内容が基礎的で公表が可能でしたので両立

ができました。もし、テーマが商品に関係する

場合には、論文としての公表が直ぐには出来ず

問題となったでしょう。日本のメーカの基礎技

術力向上には、大学との共同研究だけではなく

社会人の大学への再入学による人材育成も有効

です。このために社会人ドクター制度がさらに

活用されるには、未だ制度の認知度が低く、PR

が必要と思われます。

　貴学科より頂いたエネルギー科学博士の称号

は珍しく、名刺をお渡しすると話題になること

が多々あります。その際、母校のさらなるご発

展をお祈りしながら宣伝をさせていただいてい

ます。

　東北大学大学院工学研究科博士前期課程を修

了した後に、エネルギー変換科学専攻 ( 木村研

究室 ) の博士後期課程に進学した私にとって、

京大ましてや宇治地区に知己が居ろう筈も無く、

「やはり京都は外様に厳しい土地柄だなあ」な

どと勝手に思いながら、寂しい日々を過ごして

おりました。研究室技官の橋冨さん ( エネ研野

球部監督 ) から、エネ研野球部への参加のお誘

いを受けたのはそんな時でした。エネ研野球部

は、春から夏にかけて開催される宇治地区の五

研リーグに所属しており、防災研、生存研、化研、

旧食研と覇を競っております。野球部を通して、

他の研究室の先生方や学生と交流を持てたこと

は、大きな癒しとなったものでした。その後、

エネ研には「院生会」が結成され、学生同士の

交流も徐々に活発になって来ていると聞きます。

他大学から進学する学生も多いエネ科ですから、

学生主催のイベント ( 真面目なものも、遊びに

関するものも )が活発になると良いですね。

笠田　竜太
平成10年度博士後期課程入学
（エネルギー変換科学専攻）

現在：エネルギー理工学研究所・助手

山田　敏生
平成8年度博士後期課程入学
（エネルギー変換科学専攻）

エネ研野球部の思い出

現在：トヨタ自動車
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21世紀COE

　「京都プロトコール」の要請にこたえ、持続

可能な社会を実現していくことが求められるな

かで、新エネルギーシステムを実現し、エネル

ギーの安定供給を確保することが緊要となって

いる。このため、エネルギー科学研究科及びエ

ネルギー理工学研究所は、生存圏研究所の一部

（旧　宙空電波科学研究センター）と共同で、

平成 14 年度に 21 世紀 COE プログラム「環境調

和型エネルギーシステムの研究教育拠点形成」

を提案し採択されました。平成 14 年度のプロ

グラム開始から平成 16 年度までの 3 年間は笠

原三紀夫教授をリーダーに、また笠原先生退職

に伴い、平成 17 年度から平成 18 年度までは吉

川暹教授をリーダーに①太陽エネルギーの創

生・変換・利用技術（太陽エネルギータスク）、

②水素の創生・貯蔵・利用技術（水素エネルギ

ータスク）、③バイオエネルギーの生成・変換技

術（バイオエネルギータスク）を確立するとと

もに、④社会的受容と環境調和を志向したシス

テム技術及びその評価手法の開発（環境調和型

トータルエネルギー評価タスク）を中心に拠点

化を進めるとともに、「2030 年，新エネルギー

５０％イニシャティブ」を提案し、諸活動を進

めています。また、人文社会系研究科との連携

により、広い視野からエネルギー・環境問題に

対応できる人材を育てるための研究教育組織を

充実させています。特に、エネルギー科学には

世界的視野からの判断能力とバランス感覚が必

要とされるため、国際カリキュラムの導入と、

国内外のエネルギー研究機関との連携を通して、

各国や、地域社会のニーズを的確に把握し、国

持続可能なエネルギーシステムを目指して－
「2030年，新エネルギー５０％イニシャティブ」の提案

21世紀COEプログラム「環境調和型エネルギーシステムの研究教育拠点形成」

 

際的に通用する人材の養成を目的とする教育プ

ログラムを、教育タスクを中心として推進して

います。このために、国際エネルギースクール

の開催や博士課程学生の自発的研究のための公

募型研究の実施を行ってきております。また

COE 事業を推進するための組織として、国際環

境調和型エネルギー情報センターを設立し、エ

ネルギー技術･社会環境受容に関わる情報を収

集し、システム評価指標を設定し、政策提言と

して情報発信するとともに、国際エネルギー共

同研究事業により国際的な研究ネットワークを

形成し、世界的な研究教育拠点としての展開を

図って参りました。このためにタイ国に海外研

究拠点を設置するとともに、「Sustainable 

Energy and Environment」シンポジウムを開催

するなど、国内・国際シンポジウムを主催して

来ております。さらに、産官学連携研究事業に

より、シーズの速やかな産業技術化を促進する

体制を整え、大学の社会的責務を果たす事も本

センターの重要な役割になっております。また、

産学連携シンポジウムを毎年開催し、企業間と

産学連携ワーキンググループを形成し、拠点化

の推進を図ってきました。

　エネルギー科学研究科とエネルギー理工学研

究所が、本プログラムを通じて様々な場面で協

力し合い、互いに発展して来ている事は、単な

る共同プログラムの推進という意味を超え、新

たな両者の関係を築いて更なる発展を遂げてい

く一つの過程として位置づけられるのではない

でしょうか。

(拠点リーダー　吉川暹 )
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　環境調和型のエネルギーの代表の一つである太陽

エネルギーのなかでも，光電変換効果を利用した直

接発電は，2010 年には世界の電力需要の 0.1% を占

めると European Renewable Energy Council のシナ

リオにも有るように，比較的短期的なエネルギー開

発における最も期待される技術の１つである。既に，

シリコン半導体を用いた太陽電池は広範に利用され

ているが，これが基幹エネルギーとして位置付けら

れるには，高効率で安価な太陽電池の開発と共に，

大規模な発電基地が欠かせない。このために、

21COE「環境調和型エネルギーシステムの研究教育

拠点形成」では、エネルギー理工学研究所・吉川暹

教授をリーダーに有機太陽電池等の次世代太陽電池

の開発と宇宙太陽光発電に向けた技術開発を採り上

げた。

　本プロジェクトの太陽電池タスクでは次世代太陽

電池の拠点形成をめざして，デバイス技術とともに

材料技術，プロセス技術，LCA 評価技術の研究を行

っている。デバイス技術は大きく第一，第二，第三

世代の太陽電池というカテゴリーで分類できるが，

シリコンウエファをベースとする第一世代の太陽電

池は，既に，広範に利用され、我国は世界の半分の

生産を担い、2005 年には１ GW をこえるまでに成長

したが，安価高効率化という大きな課題が残されて

いる。本研究タスクでは，結晶シリコンの原料を従

来の半導体グレードのシリコンから，金属グレード

◆太陽電池タスク

◆水素エネルギータスク

のシリコンに変換できる画期的な新プロセスの開発

に成功しており企業との共同研究を進めている。ま

た，太陽電池の効率は，表面での反射や入射光の効

率的な利用に大きく依存している事から，シリコン

の結晶表面の構造を最適化するためのナノプロセス

技術の開発を進めている。第二世代の薄膜型太陽電

池では，効率はアモルファスシリコン並でも安価で

大面積化が可能な太陽電池の開発が期待されており，

本研究タスクでは色素増感太陽電池に注目し，これ

に用いられる電極の開発を進め，サイズの異なる酸

化チタン粒子の複合化等の光マネジメントを用いる

事により，薄膜で 9％を越える高効率な電極の開発

に成功した。また，近年，導電性高分子と C60 を用

いた新たな有機薄膜太陽電池が注目されているが，

吉川研究室では高効率化と安定性に寄与できるホー

ルブロック層を新たに開発し，既に 4％の効率を越

えており，世界のトップを走っている。これをベー

スに有機太陽電池研究会もスタートし，この分野初

の専門書「有機薄膜太陽電池の最前線」を出版した。

本研究タスクでは，更に，有機の強誘電性材料を用

いた新規提案による太陽電池の新たな電極の開発を

進めている他，第三世代の超高効率薄膜太陽電池に

ついては，ナノ構造を持たせることによる量子効果

や多光子吸収プロセスの発現などをにらんだ基盤研

究を進めている。

（タスクリーダー　吉川　暹）

　将来の環境調和型エネルギーシステム構築には、

クリーンなエネルギー媒体としての水素の有効利用

が不可欠である。水素タスクではこれまで、生成・

貯蔵・輸送・利用に関わる独創的技術をもとに、水

素エネルギーシステムに関する中長期的技術課題に

ついて基礎研究とともに応用研究を行ってきた。そ

の目的は効率の良い化合物水素媒体を用いた，高度

な水素の貯蔵･輸送プロセスを確立し、併せて、燃

料電池など水素エネルギー利用技術の高度化システ

ムや高温耐食材料の開発を行うとともに，高効率水

素ガスエンジンの新規最適燃焼方式を確立すること

にある。またさらに，新しい水素貯蔵技術や、太陽

光発電・有機系炭化水素による水素製造・変換を組

み合わせたエネルギー変換システムを考案・設計す

るとともに，構成材料の強度解析・余寿命予測手法

などを提案し，トータルエネルギーシステムとして

の実証と総合評価を行っていく。現在は、各ステッ

プの要素技術のブレークスルーを図り、以下に示す

9 分野の課題を挙げ、それぞれ分担して研究を進め

ている。

1) 新規な電気化学反応による水素エネルギー技術

の開発（萩原グループ）

2) 新方式及び新性能電池システムのための材料開

発（八尾グループ）

3) V-Ti-Cr 系金属合金の創製と水素吸蔵特性（鈴

木グループ）

4) 水素利用のための高効率熱交換ポーラス金属の

開発（馬渕グループ）

5) 廃棄物利用 炭酸ガスレス 金属鉄併産型 水素製

造法（岩瀬グループ）

6) シリンダ内直接噴射による高出力・高効率クリ

ーン水素エンジンの開発（塩路グループ）

7) 微小重力環境下の水素エネルギーシステムと電

気化学プロセシング（福中グループ）

8) 水素エネルギーシステム機器構造の微視的不均

質性の評価（松本グループ）

9) 水素エネルギーシステムの安全性を確保する材

料・構造の非破壊評価（星出グループ）

（タスクリーダー　萩原理加）
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図１　CO2 ゼロエミッション型バイオ燃料製造・

　　　利用システム

　エネルギー問題、地球環境問題が深刻になるに伴

い、再生可能、カーボンニュートラルで莫大な賦存

量を有するバイオマスが、環境調和型のエネルギー

源として期待されている。バイオエネルギータスク

では、環境負荷の小さい超臨界流体技術を用いた京

都大学独自のバイオ燃料の創製を試みている。具体

的には、超臨界アルコール技術による木質バイオマ

ス資源からの液体バイオ燃料の創製、超臨界水技術

による木質バイオマスからのバイオエタノール燃料

およびメタン・メタノール生産、超臨界メタノール

による油脂類からのバイオディーゼル燃料生産、さ

らには副反応としての熱分解制御技術の検討、得ら

れるバイオ燃料の評価、高度化と燃料設計などのプ

ロジェクトを進めている。バイオエタノールプロジ

ェクトについては、超臨界水処理で生成する各種生

成物についての詳細な検討およびそれらのアルコー

ル発酵における阻害効果に関する研究、ペントース、

ヘキソース同時発酵による高効率エタノール生産の

検討を行っており、また、バイオメタン合成プロジ

ェクトではリグノセルロースから得られる有機酸な

どからのメタン生産、このメタンを液体燃料に変え

るメタノール生産、さらにはバイオマス由来の CO2

からのメタノール生産についても研究を進めている。

これら一連の研究を通して、副産物や廃棄物を産出

しない、CO2 ゼロエミッション型バイオエネルギー

生産・利用システム技術の確立を図っている（図１）。

（タスクリーダー　坂志朗）

◆バイオエネルギータスク

◆人口太陽(プラズマ)タスク

　環境調和型エネルギーとしての人工太陽（プラズ

マ核融合）は、燃料が事実上無尽蔵であるのみならず、

地球温暖化の原因として懸念されている二酸化炭素

を原理的に排出しないエネルギー源として期待され

ている。研究は第二次世界大戦後開始され、最近、

トカマク方式による国際熱核融合実験炉 (ITER) プ

ロジェクトとして展開している。ITER プロジェク

トの主目的は、核燃焼の実証、およびブランケット

による三重水素の増殖やダイバータによるプラズマ

周辺での熱制御と不純物制御等の炉工学の開発試験

である。その成果を踏まえて発電の実証（原型炉）、

続いて経済性の実証（実証炉）を経て実用炉に至るが、

実用炉を現実のものにするには ITER プロジェクト

のみでは不十分であり、多角的な研究開発が不可欠

である。特に重要な課題として、起動エネルギーの

低減、定常化、小型化といった問題が残され、さらに、

核融合プラントから取り出される熱の高温化による

水素製造への適用や熱効率の向上が必要である。プ

ラズマ･核融合グループは、プラズマ理論からトー

ラス装置、工学、材料、利用系から社会経済検討に

至る幅広いスペクトルを持ち、規模は小さくとも、

国内外の国公立研究機関と比べても類例を見ない、

拠点形成の名にふさわしいユニークなものであり、

上記の重要課題に向けて多角的に取り組んでいる。

主な成果は以下の通りである。

①炉心プラズマの小型化を目指した低アスペクト比

トカマクのＣＳによらないプラズマ起動の実証

（LATE 装置）。

②定常運転を目指した熱粒子制御、高閉じこめ能力

による高効率化を目指した研究（ヘリオトロンＪ）。

③核融合プラントの高効率化、化学的な水素製造プ

ロセスへの利用を目指した、高クロム酸化物分散強

化鋼の研究開発、またさらに高温を目指したＳｉＣ

／ＳｉＣセラミック複合材料の開発とデュアルイオ

ンビーム照射施設 (DuET) による特性評価。

④高エネルギー粒子、中性子源としての小型核融合

装置の開発と、地雷探査への応用。

⑤超伝導磁石の小型高効率化を目指した超流動ヘリ

ウム冷却システムの研究。

⑥核融合エネルギーの利用システムの検討により途

上国への導入を想定した電力システムの研究。

⑦非軸対称、トカマクいずれにも適用可能な統合コ

ードを開発とプラズマ輸送・安定性、およびブート

ストラップ電流の解析。

（タスクリーダー　前川孝）



十年のあゆみ
エネルギー科学研究科
エネルギー理工学研究所 61

　本タスクは、ある地域や国におけるエネルギー需

給システムについて、環境調和の視点から評価する

ことを目的として COE プロジェクトに設置されたも

のである。対象とするシステムの特徴は、従来技術

に加えて、化石燃料の代替として太陽エネルギー、

バイオエネルギーを十分に活用すること、そして二

次エネルギーである水素エネルギーを活用すること

により総合エネルギー利用効率を向上させると共に、

最終消費からの二酸化炭素排出を削減することにあ

る。もちろん、人間社会を対象とするために、その

評価の軸としては技術開発・評価だけではなく、経

済評価、環境負荷評価、社会受容性評価、教育、宣

伝など種々の内容を含むことになる。本タスクでは、

エネルギー科学研究科の 7 つの研究グループが研究

に参画し、以下に示す独自の視点に基づいた興味深

い成果を上げている。一方、新たなエネルギー環境

システム評価の枠組み構築については、評価・政策

立案の合意形成過程に着目した「エネルギー環境シ

ステム評価支援センター」構想を提案した。このセ

ンター構想については、プロトタイプ構築を通して

その有用性を国際会議などの場で世に問うことを予

定している。

＜エネルギー需給関連技術の開発＞

•持続可能な IT および電子デバイスの研究－環境調

和型半導体エレクトロニクス・フォトニクス－ 　

　　　　　　　　　　 　　前田佳均

•自動車の軽量化と低燃費化を目指した材料評価と

その省エネルギー効果

                  宅田裕彦、藤本仁、浜孝之

•分散型エネルギー源の電力系統導入に関するシス

テム的検討　 　　　　         　　　　白井康之

＜エネルギー環境システム評価＞

•エネルギー・環境の総合評価分析　　　　　　　

　        石原慶一、奥村英之、山末英嗣

•持続可能なエネルギー・環境のための情報システ

ムの開発と応用

                吉川榮和、下田宏、石井裕剛

•エネルギー消費に伴う環境負荷排出量推定とその

環境影響評価

     笠原三紀夫、東野達、山本浩平、後藤和夫

•エネルギー需給システム手法の標準化とエネルギ

ー環境システム評価支援センター構想　　　　　　

　　　　　　　　手塚哲央、前田　章

（タスクリーダー　手塚哲央）

◆トータルエネルギーシステム評価タスク

◆国際環境調和型エネルギー情報センター
　21 世紀 COE プログラムでは、国際エネルギー情

報センター事業として、海外研究拠点の設置、国際

エネルギーシンポジウム及び国内シンポジウムの開

催、エネルギー環境調査、産官学連携事業、広報事

業を展開している。エネルギー･環境に関する正確

な情報を収集して現状・将来展望を正しく認識し、

政策・立案・提言に寄与するとともに、得られた研

究成果をわかりやすい形で提供していくことが重要

と考えている。海外研究拠点の設置活動として、タ

イにバンコクオフィスを開設するとともに、ラジャ

マンガラ工科大学やエネルギー環境合同大学院大学

などの関連する大学との連携事業として、国際スク

ールや持続可能性エネルギーと環境国際シンポジウ

ム等を開催している。また、ラジャマンガラ工科大

学内に設けた、共同研究ラボを整備し、バイオマス

資源量の調査や太陽エネルギー利用などの共同研究

をスタートさせている。国際エネルギーシンポジウ

ムを、平成15年3月並びに平成16年12月に開催した。

さらに、平成 18 年 8 月に第 3 回シンポジウムを開

催する準備を進めている。国内シンポジウムはこれ

まで、平成 15 年 1 月に第 1 回を東京で、平成 16 年

3 月に２回を京都で開催した。平成 18 年３月には

本 COE の総括を世界に問うべく、最終報告会を計画

している。エネルギー環境調査としては、タイ国に

おけるバイオマスの利用状況の調査、並びにタイ国

全域における再生可能エネルギー評価のためのデー

タ調査を行った。調査・分析結果については WEB 上

での公開を計画している。地域の特徴を考慮した問

題の分析が重要となる。またトータルエネルギー評

価のためのエネルギー利用技術調査データベースの

開発を行い、データベースについては、COE グルー

プ内での公開を予定している。産官学連携事業とし

て、これまで毎年産学連携シンポジウムを開催し、

大学に蓄積された知識と技術を産業界の生産活動の

シーズとして広く提供してきた。大学発ベンチャー

が立ち上がり、また企業との共同研究も多数開始さ

れた。広報事業として、毎年度末に 21 世紀 COE 広

報誌（日本語版と英語版）を出版し、21 世紀 COE

事業の情報公開に努めてきた。併せて、速報性に配

慮したニューズレターをこれまで 6編発行してきた。
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21世紀COE

　２１世紀 COE プログラム「環境調和型エネルギー

の研究教育拠点形成」においては、４つの研究の柱

とともに、エネルギー科学の教育拠点形成がもう１

つの大きな柱として位置付けられている。エネルギ

ー科学研究科における大学院教育課程を充実させ、

優秀な若手研究者を育てるため、また、それが学生

にとって魅力のあるものにするために、以下のよう

な取組みを行ってきている。

・公募型研究助成

　博士課程学生を対象とし、研究計画調書を提出さ

せ、記載された研究計画・実施方法・研究業績など

を審査し、毎年５０件程度の応募中、２０件の研究

に対して助成を行っている。助成額は、評価の高か

ったものから順に７０、５０、３０万円の３段階とし、

いずれの年度もそれぞれ総額は約１千万円である。

額自体は小額であるが、研究における自立化、自主

管理能力の育成にむしろ期待している。

・研究発表のための旅費助成

　博士課程学生の研究発表および国際交流を奨励す

るため、国際会議派遣を中心に旅費の支給を行って

いる。また、国際エネルギー科学スクールもアメリ

カとタイにおいて開催し、各国の学生および若手研

究者との交流を深めた。

・RA、TA の採用

　RA（リサーチアシスタント）、TA（ティーチング

アシスタント）としての訓練と同時に、研究活動に

集中するための経済的援助を目的としている。

・テキストの執筆・発行

　エネルギー科学教育のための体系的教科書の作成

を進め、各専攻での修士課程通論科目を対象に日本

語の教科書６分冊と、各専攻での英語授業科目に対

応する英文の教科書５分冊を執筆・発行した。（英

文については、同プログラムに参加の生存圏研究所

で作成の１分冊を含む。）

　

◆21世紀COEプログラムによる教育拠点形成

▲市民講座（埼玉県）の様子

▲日本語テキスト

　21 世紀 COE プログラムにおける社会的活動の一

環として、新エネルギーや環境問題をテーマに、平

成 15 年 10 月から平成 17 年９月までの２年間に全

国47都道府県で市民講座を開催した。この講座では、

各回で講演内容に沿ったテーマを設け、京都大学と

地元の講師による講演の後に総合討論を行い、お集

まりいただいた市民とともに各地域の特徴・課題等

を踏まえた議論を展開した。開催に当たって、テー

マの設定、地元講師の紹介、市民への広報については、

各自治体をはじめ読売新聞社、開催地の地元新聞社、

自治体関連の NPO 法人・各種市民団体、等に多大な

ご支援、ご協力をいただいた。合計で約 2,700 名の

市民の方々が参加し、この活動を通して多くの人が

エネルギー問題・環境問題を自分達自身の問題とし

て捉え、エネルギーの削減・環境の保全に取り組ん

でいただくことに貢献できたと考えている。同時に、

各地域に固有の様々な問題・課題と解決のための取

り組みについて、市民の立場からの意見を直接聞く

機会を持てたことは、大学人として研究および社会

活動を展開するうえで大いに参考となった。

　さらに、平成 17 年 11月 には京都で総括シンポジ

ウムを開催し、市民講座の内容と成果をご報告した。

併せて、日本および京都における地球温暖化防止へ

の対応についての基調講演、および国、自治体、市

民団体、大学関係者によるパネルディスカッション

を行って、国としての様々な取り組みや、自治体お

よび民間レベルでの環境活動、大学の役割、等を討

論し、民産官学の連携について話し合った。

　

◆市民講座の開催
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魅力ある大学院教育イニシアティブ

「学際的エネルギー科学研究者養成プログラム」について

　エネルギー科学研究科では、次世代のエネル

ギー科学分野を担う若手研究者の育成を目的に、

平成１７年度から文部科学省により開始された

「魅力ある大学院教育」イニシアティブ事業

（http://www.jsps.go.jp/j-initiative/）に、

課題名「学際的エネルギー科学研究者養成プロ

グラム」で応募し、採択されました。

　このイニシアティブ事業を通して、本研究科

では、２１世紀の国際社会の喫緊の課題である

エネルギー資源の確保や環境問題を中心とした

人類の生存にかかわる様々なエネルギー問題に

対して、幅広い国際性と深い専門性をもって社

会の要請に応えるとともに、自然環境と人間社

会との調和を図りながら、創造性と活力にあふ

れる２１世紀社会をリードする若手研究者の育

成に努めます。

　「学際的エネルギー科学研究者養成プログラ

ム」は、これまでの専攻や課程を横断した複数

の専門家との議論を通して、将来の進路を見据

えながら学生自ら自主的に研究テーマを設定し、

修士課程の早い段階から研究活動に没頭すると

ともに、博士課程に積極的に進学し、修士課程

も含め、期間短縮で学位を取得することを目指

します。これにより、時代の要請に的確に応え

ることができる深い専門性と幅広くかつ柔軟な

知性を養い、大学や国公立研究機関、民間企業

などでの基礎・応用研究や技術開発、あるいは

国際関連機関などの政策提言や経営戦略に積極

的に参画し得る国際性、独創性を備えた若手研

究者の育成を目指しています。

１．修士・博士課程における一貫した教育カリ

キュラム

　本プログラムでは学生の自主的な進路選択を

促すとともに、将来の進路を見据えた適切なテ

ーマ設定を行うための各種専門コースや特色の

あるカリキュラムを企画しています。具体的に

は、専攻を横断し、課程を縦断した以下の三つ

のコースを新たに設け、この中から各自の進路

に合致したコースを選択していただきます。

　基礎コース：大学や国公立研究機関などの基

礎研究者の育成

　応用コース：民間企業の技術開発部門や国公

立試験機関などの応用研究者の育成

　実務コース：官公庁の行政部門や民間企業の

企画部門における政策および技術経営に関する

文理融合型研究者の育成

　これら各コース共通のコア科目として「創発

性育成プロジェクト」を実施し、所属する研究

室の指導教員を含め、分野を横断した専門家と

の議論を通して研究テーマを自主的に設定する

とともに、研究報告や研究成果の発表を通して

プレゼンテーションやディベート能力を養って

いただきます。

魅力ある大学院教育イニシアティブ事業
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　さらに、三つのコースに特化した以下の「コ

ース別コア科目」を専攻を横断して編成し、コ

ンピュータ・シミュレーションによる実習など

を中心に、研究推進の鍵となる科目の履修を通

して専門性を養い、修士課程の早期から本格的

に研究活動に従事していただきます。

（１）高度エネルギーシミュレーション学（基

礎コース）……数理モデルによるシミュレーシ

ョン実習により、エネルギー科学に関する現象

理解の直観力や科学的分析力、解析力を高める。

（２）先進エネルギーシステム設計学（応用コ

ース）……各種ソフトウエアーを用いたシミュ

レーション実習により、エネルギー関連の機器

やプロセスの基本設計能力を養成する。

（３）エネルギー環境システム計画論（実務コ

ース）……社会・環境との関わりの視点からエ

ネルギーシステムをモデル化し、分析・評価で

きる能力を養う。

（４）エネルギー環境産業経営論（実務コー

ス）……エネルギー環境技術開発のシーズとニ

ーズを把握し、開発投資効果の評価など、経営

戦略企画力を高める。

　これらの研究を主体としたプログラムにより、

期間短縮で、修士課程（最短１．５年）および

博士課程（最短１．５年）（修士・博士課程あ

わせて最短３年）でそれぞれの学位を取得する

ことが可能となり、これによりエネルギー科学

分野を担う若いスペシャリストとして各分野・

各機関にて活躍できるよう、積極的に推奨・支

援するものです。

２．プログラムの支援体制

　これらの研究活動を行うにあたっては、本事

業に関連する研究機関や学会等への派遣、修

士・博士学生を対象としたＴＡ（テーチィング

アシスタント）、博士学生を対象としたＲＡ

（リサーチアシスタント）への採用など、目的

に応じて様々な予算的サポートを得ることがで

きます。また、博士課程修了（学位取得）に際

しては、各コースでの希望進路に応じた就職を

積極的に支援します。

(プログラム実施責任者　坂　志朗)

連絡・問合せ先

〒606-8501　京都市左京区吉田本町

京都大学大学院エネルギー科学研究科

「魅力ある大学院教育」イニシアティブ事業事務局

TEL:075-753-9212　FAX:075-753-4745

e-mail: initiative@energy.kyoto-u.ac.jp
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エネルギー科学研究科同窓会

　　　　　　「京エネ会」
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京エネ会

　エネルギー科学研究科同窓会設立準備委員会

（委員長 笠原三紀夫エネルギー科学研究科長

（当時））、設立準備実行委員会（委員長 吉

川榮和エネルギー科学研究科教授（当時））、

発起人会の半年にわたる準備を経て、平成１５

年３月２４日の設立総会にてエネルギー科学研

究科の同窓会が設立され、「京エネ会」と称す

ることが決まりました。また、初代会長には笠

原三紀夫エネルギー科学研究科長（当時）が、

初代幹事長には石井隆次エネルギー科学研究科

教授（当時）が選出されました。以降、会長は

吉川榮和エネルギー科学研究科長（当時）、八

尾健エネルギー科学研究科長が、幹事長は近藤

克己エネルギー科学研究科教授、坂志朗エネル

ギー科学研究科教授が歴任しております。

　設立以降すでに３年余りが経過しましたが、

これまでに、会員の親睦とエネルギー科学の学

術、産業、文化の発展に寄与することを目的と

した設立の趣旨に沿って事業を展開しておりま

す。修了生会員の連絡先住所・勤務先等の情報

収集および管理を事業の柱として、平成１５年

度には京エネ会ウェブページの開設、平成１６

年度には会員名簿の編纂・発刊を行いました。

さらに、平成１７年の修了証書授与式からは、

新たに正会員となりまさに社会に羽ばたかんと

する修士課程を修了する諸君諸嬢に、同窓会か

らの記念品として修了証書保管筒の贈呈を始め

ました。お陰様で大変好評を博し、今後も続け

ていく予定でございます。

　今後は、エネルギー科学研究科創立十周年の

節目に行われる記念事業にご協力させていただ

くことをはじめとして、会員相互の親睦や情報

交換の場としての活動も充実させていく予定で

ございます。会員各位にはもちろんのこと、会

員の在籍する企業・団体にも、同窓会「京エネ

会」を積極的にご活用いただければと存じます。

今後とも、同窓会活動にご理解とご協力をよろ

しくお願い申し上げます。

（近藤克己（幹事長）、陳友晴（幹事）)

エネルギー科学研究科同窓会「京エネ会」活動概要

連絡先：京エネ会　事務局

〒606-8501　京都大学大学院エネルギー科学研究科事務室内

FAX: 075-753-4745, e-mail: kyoene@mbox.kyoto-inet.or.jp

URL　　http://web.kyoto-inet.or.jp/org/kyoene/



◆京エネ会　平成17年度総会・修了生祝賀パーティーの模様
（於　京大会館　平成17年3月23日）

▲パーティ　会長　挨拶

▲永里副会長　挨拶

▲石井幹事長　挨拶

▲授与式記念品授与

▲祝賀パーティ風景
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京エネ会
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10周年記念事業委員会

委 員 長

編集担当

事務担当

エネルギー科学研究科

吉川 榮和／八尾 健

川那辺 洋、陳 友晴

下岡 貞正、山田 美代子、廣瀬 泰子

エネルギー理工学研究所

吉川 潔

尾形 幸生、大垣 英明、笠田 竜太

堀川 賢治、松本 道雄

京都大学
大学院エネルギー科学研究科・エネルギー理工学研究所

十年の歩み
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〒611-0011 京都府宇治市五ヶ庄

TEL 0774-38-3400

FAX 0774-38-3411

EMAIL office@iae.kyoto-u.ac.jp

エネルギー科学研究科

〒606-8501 京都市左京区吉田本町

TEL 075-753-4871

FAX 075-753-4745

EMAIL  office@energy.kyoto-u.ac.jp




